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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

 
回次

第90期
当第３四半期
連結累計期間

第90期
当第３四半期
連結会計期間

第89期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

収益（百万円） 4,508,6341,176,0095,738,878

継続事業からの税引前四半期（当期）純利益（百万円） 337,389 27,201 402,004

四半期（当期）純利益（百万円） 279,701 39,153 410,061

売上高（百万円） 12,688,2703,715,15317,009,056

株主資本（百万円） －　 1,921,1112,183,660

総資産額（百万円） －　 8,847,5779,537,829

１株当たり株主資本（円） －　 1,054.861,202.03

１株当たり四半期（当期）純利益（円） 153.71 21.50 227.20

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益（円） 153.26 21.45 224.82

株主資本比率（％） －　 21.71 22.89

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
242,816 －　 415,791

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△256,002 －　 △104,778

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
58,739 －　 △185,129

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） －　 893,426 899,264

従業員数

〔外、平均臨時雇用者数〕（人）
－

44,057

〔18,911〕 

42,621

〔18,376〕

　(注)  １．当社の四半期連結財務諸表については、米国会計基準に従って作成しております。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

３．第90期第1四半期連結会計期間よりFASB職員意見書FIN39-1号「FASB解釈指針第39号の改訂」を適用してお

り、同改訂に従い平成20年3月期末の総資産額を一部調整して表示しております。

４．売上高は、日本の投資家の便宜を考慮し、日本の会計慣行に従い表示しているものです。売上高は、当社及び

連結子会社が契約当事者として行った取引額及び代理人として行った取引額の合計です。

５．収益、売上高には消費税等は含まれておりません。

６．株主資本、１株当たり株主資本及び株主資本比率における株主資本は、四半期連結貸借対照表及び連結貸借

対照表における「資本合計」を示しております。
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２【事業の内容】

 （1）当社及び連結子会社は、総合商社である当社を中心として全世界に広がる営業拠点とその情報力を活用し、世界各

地の販売先及び仕入先に対する多種多様な商品の売買及びこれに伴うファイナンスなどに関与し、また、国際的な

プロジェクト案件の構築などに取り組んでおります。鉄鋼製品、金属資源、機械・プロジェクト、化学品、エネル

ギー、食料・リテール、コンシューマーサービス・情報産業などの分野で商品の販売、輸出入・外国間貿易及び製造

を行うほか、リテール、情報通信、技術、輸送、ファイナンスなどの総合的なサービスの提供、更にはエネルギー・鉄

鋼原料などの資源開発事業、また、IT、バイオテクノロジー、ナノテクノロジーに代表される新分野への事業投資な

どの幅広い取組を展開しております。

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

 （2）当第３四半期連結会計期間における主な関係会社の異動は「３.関係会社の状況」に記載の通りです。 

  

３【関係会社の状況】

(1) 当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が連結子会社から持分法適用関連会社に異動しました。平成20年

10月１日付で同社が株式会社エム・エス・コミュニケーションズと合併し、当社の議決権所有割合が41.9%から

22.8%に低下したことによるものです。 　　

オペレーティング

・セグメント
会社名 住所 資本金 主な事業の内容

議決権

所有割合

(%)

関係内容

役員の

兼任

営業上の

取引等

コンシューマー

サービス・情報産

業

ティーガイア 東京都渋谷区 3,097百万円

携帯電話等の販売・代理

店業務及び通信サービス

の販売取次

22.8 1業務委託先

      (注) １．ティーガイアは平成20年10月１日にテレパークから名称変更しております。

　　　　　 ２．ティーガイアは有価証券報告書を提出している会社です。 

 

　(2) 当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が持分法適用関連会社でなくなりました。 

 　　 ①オペレーティングセグメント：機械・プロジェクト

 　　　 会社名　　　　：　旭テック

        主な事業の内容：　自動車部品製造業

        異動の理由　　：　第三者割当増資の実施により当社の議決権比率が低下したため 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人）  44,057(18,911)

　（注）従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員です。　　

 

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人）      6,160

　（注）従業員数は、出向者1,293名、業務スタッフ職269名を含みますが、嘱託438名

（その内、社外から当社への出向者238名）及び海外事務所現地職員213名は含みません。

 

EDINET提出書類

三井物産株式会社(E02513)

四半期報告書

 3/52



第２【事業の状況】

１【仕入、成約及び売上の状況】

 （1）仕入の状況

各オペレーティング・セグメントにおいて、仕入高と売上高との差額は売上高に比べ僅少であるため、記載は省略

しております。

 

 （2）成約の状況

　各オペレーティング・セグメントの成約高と売上高との差額は僅少であるため、記載は省略しております。

 

 （3）売上の状況

「３.財政状態及び経営成績の分析」及び四半期連結財務諸表注記事項「５.セグメント情報」を参照願います。

 

　   （注）当社グループは、総合商社である当社を中心とした事業活動を展開しており、受注生産形態をとらない事業 

   が多いことから、生産、受注及び販売の状況に替え、仕入、成約及び売上の状況としております。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営成績に対して単独で重要性のある販売契約、ライセンス或いはフランチャ

イズ契約、業務提携契約や、総資産に対して単独で重要性のある事業の譲渡或いは譲受はありません。そのほか、経営

上の重要な契約等に該当する事項はありません。　

当第３四半期連結会計期間に行われた主な資産の取得及び売却については、「３.財政状態及び経営成績の分析 (3)

財政状態及びキャッシュ・フロー」を参照願います。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

以下の分析には将来に関する記述が含まれています。こうした記述はリスクや不確実性を内包するものであり、経営

環境の変化などにより実際とは異なる可能性があることにご留意下さい。

 

前年同期比較の基礎となる前第3四半期連結会計期間の四半期連結損益計算書及び当第3四半期連結会計期間の四半

期連結キャッシュ・フロー計算書については、監査法人の四半期レビューを受けておりません。

 

 

（1）当第3四半期連結会計期間における経営成績、財政状態及びキャッシュ・フローの概況

①経営環境

当第3四半期連結会計期間における当社を取り巻く経営環境を概観いたしますと、9月の大手証券リーマン・ブラ

ザース社の経営破綻をきっかけとした信用収縮を主因に米国金融市場の混乱が増幅、その後徐々に欧州をはじめと

して世界各国に波及しました。各国の景況感が急速に下落するなか、政府・中央銀行は、金融市場の混乱を抑えるた

めに、金融機関への公的資金の注入や金融市場への資金供給、政策金利の引下げ、経済対策として景気刺激策や産業

支援策など非伝統的政策も含めた協調政策を実施、その結果金融市場はやや落ち着きを取り戻したものの、企業収益

の落ち込みや個人消費の低迷から実体経済の減速は自動車産業や住宅・建築産業を中心に予想を超えたスピードで

拡がっております。

アジアやこれまで世界経済の成長の牽引役であった新興国経済も先進国の需要の減少もあり輸出が減少していくな

か、内需についても減速感が強まりました。これに対して中国では大型の景気刺激策を発表しました。

日本経済についても、海外経済の減速と円高により輸出が大幅に減少していることに加え、企業収益や家計の雇用・

所得環境が悪化するなかで個人消費にも影響が及んでおり内需は減速、景況感の低下が続きました。

原油や非鉄金属などの国際商品市況は昨年7月に史上最高値を更新後、下落基調となりましたが、昨秋以降景気後退

に伴う需要減少及びリスクマネーの縮小により下落に拍車がかかり、原油先物相場(WTI)は12月に一時33ドル台まで

下落しました。為替レートについては、金融資本市場混乱が加速する状況の中で、各国中央銀行利下げによる円との

金利差縮小、資源価格下落による豪ドル、ブラジルレアルなど資源国通貨下落及び債権国通貨であり且つ金融市場混

乱の影響が比較的軽微と見られた円が消去法的に選好されたことから各通貨に対し円高が急速に進行、対ドルでは

一時87円台前半まで上昇しました。

日銀は昨年10月と12月に政策金利を引き下げたことに加え、本年1月にはコマーシャル・ペーパーの買入れ等積極的

な流動性供給に踏み切り、また政府による中小企業資金繰り支援を含めた第二次補正予算も成立しました。しかしな

がら、これら施策の実質的な効果が現れるには今しばらく時間がかかると思われる一方、実体経済への影響は今後さ

らに現れてくる可能性は高く、当社にとっては、景気減速、円高、商品市況下落、信用収縮等引き続き極めて厳しい経

営環境が続くものと認識しております。

 

②経営成績

当第3四半期連結会計期間の四半期純利益は392億円となり、前年同期の826億円から434億円の減益となりました。主

な要因は以下の通りです。

・エネルギーセグメントで売上総利益、関連会社持分法損益、受取配当金が増加しました。石油・ガス生産事業に関

しては、当第3四半期連結会計期間において原油市況価格は下落したものの、当社決算に影響を与える販売価格に

は遅効性があることから引き続き堅調に推移し、又、石炭事業については価格上昇要因により増益となりました。

・一方、金属資源セグメントは、昨秋以降急速な世界的景気後退による販売数量の減少や対豪ドルやブラジルレア

ルでの円高の進行を反映して、金属資源生産事業は売上総利益、関連会社持分法損益ともに減益となりました。

・その他鉄鋼製品、化学品及び食料・リテールセグメントを含む非資源分野のセグメントにおいては、世界的な景

気後退や国内消費低迷の影響をうけ、一部国内不動産に係る当社出資持分売却益を計上したコンシューマーサー

ビス・情報産業セグメント以外は四半期純利益は前年同期比大幅な減益となりました。

・内外株式市況の低迷により機械・プロジェクト、及び化学品セグメント等で保有上場株式の評価損を中心に有価

証券評価損を329億円計上しました。また、海外上場関連会社であるSims Metal Management(旧Sims Group)(豪州)

株式及びPenske Automotive Group(米国)株式の評価損それぞれ258億円及び51億円を持分法損益に計上しまし

た。

 

 　③財政状態

2008年12月末の総資産は8.8兆円となり、2008年3月末から0.7兆円減少しました。第3四半期連結会計期間に入り商品

市況下落が加速し、流動資産が0.2兆円減少しました。投資及び固定資産の合計は、Valepar(ブラジル)の増資引受、金

属資源及びエネルギーの拡張投資の一方で、第3四半期連結会計期間に入り円高及び株式市況下落の影響が拡大し、海

外関連会社投資、海外子会社保有固定資産、国内外上場有価証券を中心に0.5兆円減少しました。

平成20年12月末の株主資本は、利益剰余金伸長の一方、為替及び株価の要因などにより0.3兆円減の1.9兆円に、ネッ

トDER(*1) は0.17ポイント上昇して1.44倍となりました。
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 　 　(*1) ネットDERについては「(3) 財政状態及びキャッシュ・フロー」の項をご参照下さい。

 

④キャッシュ・フロー

営業利益の積上げに加え、営業資産・負債の増減による負担減少があり、営業活動によるキャッシュ・フローは

1,810億円の資金獲得となりました。金属資源及びエネルギーの拡張投資を中心とする資金拠出により投資活動によ

るキャッシュ・フローは645億円の資金の支出となりました。この結果、フリーキャッシュ・フロー(*1)は1,165億円

の資金の獲得となりました。

 (*1) 営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローの合計

 

(2) 経営成績

①連結損益計算書

売上総利益

当第3四半期連結会計期間の売上総利益は2,342億円となり、前年同期の2,414億円から72億円減少しました。

　・米州は198億円の増益となりました。販売価格上昇により飼料添加物製造子会社Novus International（米国）の業

績が引き続き好調に推移したこと、及び原油先物相場環境の好転によりWestport Petroleum(米国)の業績が改善

したことが主因です。

・エネルギーセグメントは126億円の増益となりました。足元の原油市況価格は下落しているものの市況価格が当社

決算に与える影響に遅効性があることにより石油・ガス生産事業各社、及び石炭価格の上昇により石炭事業

Mitsui Coal Holdings(豪州)がそれぞれ増益になりました。

・金属資源セグメントは124億円の減益となりました。鉄鉱石価格上昇はあったものの、世界的な景気低迷の影響に

よる急激な販売数量の落ち込み及び対豪ドルでの円高の影響により、Mitsui Iron Ore Development(豪州)が67億

円、Mitsui Itochu Iron(豪州)が34億円のそれぞれ減益となりました。

・物流・金融市場セグメントは93億円の増益となりましたが、主な増益要因は親会社の商品デリバティブトレー

ディングに関連し当第3四半期連結会計期間に雑損益に計上された為替損失156億円に対応するものです。

・非資源分野のセグメントにおいては、世界的な景気後退や国内消費低迷の影響をうけ、食料・リテール、物流・金

融市場セグメント及び米州セグメントを除く非資源分野のすべてのセグメントにおいて減益となりました。

 

 その他の収益・費用

販売費及び一般管理費

当第3四半期連結会計期間は1,415億円の負担となり、前年同期の1,497億円から82億円の負担減となりました。

社内管理上の費目の増減は以下のとおりです。

 （単位：億円）

費目別内訳 人件費 福利費
旅費
交通費

交際費
会議費

通信情報費 諸雑費 合計　

当第3四半期連結会計

期間
 　　　 695 29 85 28 114 464 1,415

前第3四半期連結会計

期間
722 30 92 27 124 502 1,497

増減額(*1) △27　　　　△1 △7 1 △10 △38 △82

 (*1)△は負担減

 

・人件費は695億円となり、前年同期の722億円から27億円の負担減となりました。第1四半期連結会計期間に丸紅ガ

スエナジーと合併した三井丸紅液化ガス、飼料添加物販売数量の増加したNovus Internationalで負担増加した一

方で、持分法関連会社に異動したティーガイア（旧テレパーク）の負担減がありました。

・諸雑費は464億円となり、前年同期の502億円から38億円の負担減となりました。主に上述のティーガイアの負担減

によるものです。
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また、オペレーティング・セグメント別にみると以下のとおりです。

  

 （単位：億円）

オペレーティング・

セグメント
鉄鋼製品 金属資源

機械・

プロジェクト
化学品 エネルギー

食料・
リテール

コンシュー

マーサービス

・

情報産業

物流・
金融市場

当第3四半期連結

会計期間
    　　83 38 199 120 141 167　   　178 74

前第3四半期連結

会計期間
83 37 206 143 107  157 241 91

　増減額(*1) 0 1 △7 △23 34　　  　10 △63 △17

 

オペレーティング・セグメント 米州
欧州・中東・

アフリカ

アジア・
大洋州

合計 その他 調整・消去 連結合計　

当第3四半期連結会計期間 174 56 65 1,295 14 106 1,415

前第3四半期連結会計期間 172 61 64 1,362 17 118 1,497

　増減額(*1) 2 △5 1 △67 △3 △12 △82

(*1)△は負担減

 

・エネルギーセグメントで34億円負担が増加した一方で、コンシューマーサービス・情報産業セグメントで63億円

の減少となりました。主な内訳は、エネルギーセグメントは三井丸紅液化ガス、コンシューマーサービス・情報産

業セグメントはティーガイアです。 

  

貸倒引当金繰入額

当第3四半期連結会計期間は47億円となり、前年同期の22億円から25億円の負担増となりました。内訳はいずれも小

口ですが、世界的な信用収縮の影響を受け全般的に増加しました。

 

利息収支

当第3四半期連結会計期間の利息収支は94億円の負担となり、前年同期の134億円の負担から40億円の負担減となり

ました。

海外現地法人及び海外子会社での米ドル金利の低下を反映し負担減となりました。また、当第3四半期連結会計期間

及び前年同期における円及び米ドルの短期金利の水準は以下の通りです（月末3ヶ月Liborの単純平均）。

 前第3四半期連結会計期間（%）当第3四半期連結会計期間（%）

円 0.93 0.90

米ドル 4.91 2.22

 

受取配当金

当第3四半期連結会計期間は199億円となり、前年同期の117億円から82億円の増加となりました。中東のLNGプロジェ

クトからの配当金は127億円となり、前年同期比で70億円増加しました。また、当第3四半期連結会計期間は赤道ギニ

アLNGからの配当金も15億円ありました。

 

有価証券売却損益

当第3四半期連結会計期間は164億円の利益となり、前年同期の108億円の利益から56億円の増加となりました。当第3

四半期連結会計期間は、コンシューマーサービス・情報産業セグメントにおける汐留ビルディングにかかる当社出

資持分売却に伴う利益119億円、及びティーガイア社（旧テレパーク社）の合併に伴う交換差益29億円がありまし

た。前年同期はケーブルテレビ事業2社の売却益が主なものでした。

 

有価証券評価損

当第3四半期連結会計期間は、329億円となり前年同期の67億円から262億円の負担増となりました。主な内訳は機械

・プロジェクトセグメントにおけるヤマハ発動機株式、化学品セグメントにおける三井化学株式及び石原産業株式

評価損です。前年同期は小口の集積でした。

 

固定資産処分損益

当第3四半期連結会計期間は6億円の損失となり、前年同期より6億円の負担増となりました。いずれも小口の集積で

す。 

 

固定資産評価損
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当第3四半期連結会計期間は133億円となり、前年同期の51億円から82億円の負担増となりました。主な内訳は豪州

ヴィンセント油田における市況下落に伴う設備・鉱業権の評価損102億円です。前年同期の主な内訳は国内発電事業

における固定資産評価損39億円です。

 

暖簾減損損失

当第3四半期連結会計期間は136億円となりました。米州セグメントにおける自動車・住宅関連鉄鋼製品需要の低迷

によりSteel Technologies（米国）の暖簾の減損55億円、及びコンシューマーサービス・情報産業セグメントにお

ける株価下落に伴う三井情報株式の暖簾の減損41億円を計上しました。前年同期の計上はありませんでした。

 

雑損益

当第3四半期連結会計期間は272億円の損失となり、前年同期の2億円の利益から274億円の負担増となりました。負担

増の要因として親会社において為替損失174億円を計上しました。その主な内訳は物流・金融市場セグメントで商品

デリバティブトレーディングに係る売上総利益に対応するものとして計上された為替損失156億円です。また、エネ

ルギーセグメントにおいて米国メキシコ湾での石油生産設備のハリケーンによる損害に係る設備撤去費用40億円の

計上もありました。前年同期は小口の集積です。

 

法人所得税 

当第3四半期連結会計期間は82億円の税金の戻りとなり、前年同期の393億円の負担から475億円の負担減となりまし

た。主な要因は、更なる株価の下落に伴い無税化要件を満たすと判断した一部の上場有価証券の評価損において過去

におけるものも含め、当第3四半期連結会計期間において税効果を認識したものです。(*1)

(*1) 当社は上場有価証券について一時的でない価値の下落がある場合に評価損を計上しております。一例として、

時価が取得価額に比して30%以上下落した場合には、重要性を勘案の上、一時的でない価値の下落と判断し評価

損を計上しております。このうち、50%未満の下落については、国内の税法では通常、有税での評価損となりま

す。当社は有税での評価損の場合、繰延税金資産の回収可能性を考慮し、合理的な根拠に基づき回収が見込める

ものを除いて評価性引当金を計上しております。その後50%以上下落するなど無税化要件を充足した場合、その

時点で過去の評価損に対応する分も含めて税効果を認識することになります。

 

少数株主損益　

当第3四半期連結会計期間は61億円の負担となり、前年同期の123億円の負担から62億円の負担減となりました。負担

減の主な要因は、四半期純損失を計上した三井丸紅液化ガス、前年同期比減益となったチリの銅生産事業会社

Compania Minera Dona Ines de Collahuasi（チリ）の持株会社であるJapan Collahuasi Resources（オランダ）

及び三井石油開発に係る少数株主持分です。

 

関連会社持分法損益－純額（税効果後）

当第3四半期連結会計期間は99億円の利益となり、前年同期の465億円の利益から366億円の減少となりました。エネ

ルギーセグメントにおいて油価上昇及びMittwell Energy Resources（豪州）に販売するコンデンセート価格の改

定によりJapan Australia LNG (MIMI)（豪州）が増益となりました。一方、ニッケル価格の下落及び対円でのブラジ

ルレアル安の影響によりブラジルの鉱産物資源会社ヴァリ(Companhia Vale do Rio Doce)の持株会社Valeparが減

益、銅生産事業のCompania Minera Dona Ines de Collahuasiも対米ドルでの円高等により減益となりました。また、

海外上場関連会社であるSims Metal Management株式及びPenske Automotive Group株式の一時的ではない価値の下

落に伴い、それぞれ258億円及び51億円の評価損を計上しました。

 

非継続事業に係る損益－純額（税効果後）

当第3四半期連結会計期間に計上はありませんでした。前年同期は6億円の利益でした。
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②オペレーティング・セグメント情報

 　第１四半期連結会計期間より、従来機械・プロジェクトセグメント及び化学品セグメントに含まれていた以下の子

会社を米州セグメントに移管しました。この変更に伴い、前第3四半期連結会計期間のオペレーティング・セグメン

ト情報を修正再表示しております。

 　

機械・プロジェクトセグメントより：Mitsui Automotoriz(ペルー)、Road Machinery(米国)及び

Ellison Technologies(米国)

化学品セグメントより：Novus International(*1)及びFertilizantes Mitsui Industria e Comercio（ブラジ

ル）

 　    (*)前年第4四半期連結会計期間に移管

 
 鉄鋼製品セグメント

売上総利益は118億円となり、前年同期の155億円から37億円の減少となりました。昨秋以来の急速な景気後退と信用

収縮の中、Regency Steel Asia（シンガポール)は市況下落を受け在庫評価損を計上し大幅減益となりました。国内

鋼材取引についても大幅な販売量の落ち込みは避けられたものの低調となりました。

売上総利益の減少により営業利益は34億円となり、前年同期の69億円から35億円減少しました。

持分法損益は7億円の利益となり、前年同期の13億円の利益から6億円の減少となりました。

四半期純利益は27億円となり、前年同期の57億円から30億円の減益となりました。

 

金属資源セグメント

売上総利益は151億円となり、前年同期の275億円から124億円の減少となりました。減少の主な要因は、鉄鉱石生産事

業における販売数量の減少及び対豪ドル、ブラジルレアルでの円高です。中国、インドを中心とする新興国の需給逼迫

を背景に、当期の鉄鉱石年間契約価格は前年同期比で大幅に上昇しました。ブラジル産の粉鉱価格が前年同期比65～

71％の値上げで決着、豪州産の塊鉱が96.5%、粉鉱が79.9%の値上げ率で決着しました。しかしながら昨秋以降の世界景

気の急減速に伴う粗鋼生産量の落ち込みにより販売数量は急減、対豪ドルでの円高の影響もあり、豪州のMitsui Iron

Ore Developmentが前年同期比67億円、Mitsui Itochu Ironが34億円のそれぞれ減少となりました。

売上総利益の減少により営業利益は114億円となり、前年同期の239億円から125億円の減少となりました。

持分法損益は93億円の損失となり、前年同期の204億円の利益から297億円の減少となりました。

・豪州の鉄鉱石生産事業への投資会社であるRobe River Mining Company（豪州）は48億円となり、鉄鉱石価格の上

昇を主因に、前年同期の23億円から25億円の増益となりました。

・チリの銅生産事業会社Compania Minera Dona Ines de Collahuasiは16億円となり前年同期の69億円から53億円

の減少となりました。主な要因は操業コストの上昇と対米ドルでの円高の影響です。

・Valeparは79億円となり、前年同期の93億円から14億円の減少となりました。同社は期ずれ決算会社であることか

ら、当期鉄鉱石価格の値上げによる増益要因は、ニッケル価格の下落と対米ドルでのブラジルレアルの上昇の影響で

相殺されました。加えて持分法損益取込における対ブラジルレアルでの円高要因もあり減益となりました。

・Sims Metal Management株式の評価損258億円を計上しました。

上記の結果、四半期純損失は79億円となり、前年同期の301億円の純利益から380億円の大幅減益となりました。
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機械・プロジェクトセグメント

売上総利益は221億円となり、前年同期の318億円から97億円の減少となりました。

・自動車関係では、二輪車販売金融会社Bussan Auto Finance(インドネシア)は引き続き好調に推移しましたが、北

米に加え南米・ロシアなどの新興国での自動車販売会社が景気低迷、信用収縮の影響を受け減益となり全体として

も前年同期比で減少しました。

・船舶関連は、急速な需要の減退により、新造船・中古船売買、傭船など全体として低調となりました。

　　・プロジェクト関連は米国貨車リース事業における遊休貨車増加および欧州機関車リース事業でのオーバーホールによ

る稼働率低下などの要因により減少となりました。

売上総利益の減少を受け営業利益は10億円となり、前年同期の90億円から80億円減少しました。

持分法損益は55億円の利益となり、前年同期の131億円の利益から76億円減少しました。

・IPM UK(ジブラルタル)、IPM Eagle(英国)やPaiton Energy(インドネシア)などの海外発電事業の本セグメント持

分は全体で20億円となり、前年同期の70億円から50億円の減少となりました。主な要因は前年同期における豪州事

業が電力契約に係る時価評価益41億円を計上したことの反動減によるものです。

・Penske Automotive Group株式の評価損41億円（本セグメント持分）を計上しました。

四半期純利益は45億円となり、前年同期の184億円から139億円の減益となりました。その他の要因として、ヤマハ発

動機株式の有価証券評価損77億円を計上した一方で、前期に計上した評価損86億円に対するものを含め、当第3四半

期連結会計期間において税効果を認識し67億円の利益を法人所得税に計上しました。

 

化学品セグメント

売上総利益は122億円となり、前年同期の231億円から109億円の減少となりました。主な内訳は以下の通りです。

・川上部門のガス化学のアンモニアが昨秋以降景気減速から市況が急落、販売量も減少しアンモニア製造販売会社

Kaltim Pasifik Amoniak（インドネシア）が減益となったほか、基礎石油化学商品では低迷していた市況が昨秋

以降一層悪化、塩化ビニール原料の二塩化エチレン、塩化ビニールモノマーが減益となりました。

・川中部門では合成樹脂原料や合成繊維原料のスチレン・モノマー、モノエチレングリーコール、フェノールを含 

め総じて昨秋以降の市況急落、需要の更なる減退により減益となりました。

・合成樹脂や電子材料の分野も景気後退に伴う需要減少と価格下落により減益となりました。

・肥料原料である硫黄、硫酸は肥料製品輸出関税大幅引き上げに伴い中国の需要が急落したことを受けて夏場より

市況が急落したことを背景に減益となりました。

売上総利益の減少を受け、営業損失4億円となり、前年同期の93億円の営業利益から97億円の悪化となりました。

持分法損益は1億円の利益となり、前年同期の15億円の利益から14億円の減少となりました。メタノール製造事業

International Methanol Company（サウジアラビア）は6億円となり前年同期と同額の計上となりましたが、上場有

価証券の評価損により減少となりました。

四半期純損失は42億円となり、前年同期の53億円の純利益から95億円の悪化となりました。上述の営業利益及び持分

法損益の減少に加え、三井化学株式の評価損45億円、石原産業株式の評価損35億円を含む有価証券評価損89億円を計

上した一方で、三井化学株式の評価損について、当第2四半期連結累計期間に計上した評価損103億円に対するものを

含め、当第3四半期連結会計期間において税効果を認識し61億円の利益を法人所得税に計上しました。

 

エネルギーセグメント

原油価格をJCC(Japan Crude Cocktail)価格で見ると、原油先物相場（WTI）が平成20年7月に最高値をつけた後下落

傾向となり昨秋以降はその下げ幅が加速したことを受け、平成20年12月には55米ドル/バレル(速報値)まで下落しま

した。なお、JCC価格の変動は、決算期のずれ等に起因する0～6ヶ月のタイムラグの後、本セグメントの石油・ガス生産

事業を行う関係会社の当期純利益に反映されます。当社内部では、関係会社毎に異なるタイムラグの度合いを平均し

て、これら関係会社の経営成績に反映されたJCC価格を定期的に測定しています。具体的にこの平均価格は、前年同期

の平均価格73米ドル/バレルに対して、当第3四半期連結会計期間の平均は120米ドル/バレルとなりました。
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売上総利益は641億円となり、前年同期の514億円から127億円の増加となりました。主な内訳は、以下の通りです。　

・Mitsui E&P Australia(豪州)が、決算期のずれによる販売適用価格上昇及び平成19年7月に生産開始したチュイ油

田の販売量増加により前年同期比117億円の増加となりました。一方、Mittwell Energy Resources（豪州）が

Japan Australia LNG (MIMI)から購入するコンデンセート価格の改定により73億円の減益となりました。三井石

油開発は3月末を決算期末としていることから油価下落の影響により84億円の減益となりました。

・石炭の当期の年間販売価格は、代表的な豪州産一級強粘結炭では前期価格比約3倍の300米ドル/トン・FOBとなり

ました。なお、一般炭では前期比2倍程度となっています。価格上昇を主因に豪州のMitsui Coal Holdingsでは176

億円の改善となりました。

   ・三井丸紅液化ガスは2008年4月に丸紅ガスエナジーと合併したことによる販売数量増加があった一方で、市況下落

による棚卸資産評価損計上を主因に59億円の減少となりました。

営業利益は499億円となり、前年同期の404億円から95億円増加しました。三井丸紅液化ガスで丸紅ガスエナジーとの

合併により販売費及び一般管理費が33億円の負担増となりました。

持分法損益は120億円の利益となり、前年同期の71億円の利益から49億円の増益となりました。上述市況価格の上昇

とMittwell Energy Resourcesへのコンデンセート販売価格の改定によりJapan Australia LNG (MIMI)が増益とな

りました。

四半期純利益は494億円となり、前年同期の159億円から335億円の大幅増益となりました。営業利益と持分法損益の

増益以外の主な要因は以下の通りです。

 ・LNGプロジェクトからの受取配当金は販売適用価格の上昇により中東3案件及び赤道ギニアの合計で142億円となり、前

年同期比85億円増加しました。

・Mitsui E&P Australiaが保有する豪州ヴィンセント油田につき、市況価格の急激な下落を主因として設備・

　鉱業権の評価損102億円を計上しました。

・MitEnergy Upstream保有石油生産設備のハリケーンによる損害に係る設備撤去費用40億円の計上及び探鉱費によ

る負担増がありましたが、為替差益により雑損益は4億円となり前年同期比15億円の改善となりました。前年同期の

主な内訳はMitsui E&P Australiaにおける探鉱費などでした。

　 

 

食料・リテールセグメント

売上総利益は220億円となり、前年同期の195億円から25億円増加しました。原料価格は軟調に転じるものの原料関連

取引は概ね堅調に推移しました。一方、国内景気の冷え込みにより消費が低迷しましたが、流通・リテール関連ではコ

スト削減努力を継続し、以下の増減内容となりました。

・原料関連では大豆、小麦の取引が堅調に推移しました。

・三井食品は不採算商内の見直し等により利益率が改善して増益となりました。

・三井農林は業務用・自販機事業及び飲料原料販売の不調を主因に減益となりました。

営業利益は53億円となり、前年同期の38億円から15億円の増益となりました。三井食品の営業利益は増益となり、三井

農林は売上総利益の減少が販売管理費の削減効果を上回り減益となりました。

持分法損益は4億円の利益となり、前年同期の16億円の利益から12億円減少しました。

これらを反映して四半期純利益は15億円となり、前年同期の40億円から25億円の減益となりました。上記のほか、雑損

益が為替差損を主因として25億円の損失となりました。前年同期の雑損益は小口の集積により2億円の利益を計上しま

した。

 

コンシューマーサービス・情報産業セグメント

売上総利益141億円となり、前年同期の254億円から113億円減少しました。主な要因は、国内景気の低迷に伴う厳しい

経営環境による影響に加え、当第3四半期連結会計期間においてティーガイアが子会社から持分法関連会社に異動し

たことによるものです。
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営業損失は37億円となり、前年同期の14億円の営業利益から51億円の減少となりました。上述ティーガイアの持分法

関連会社化による販売費及び一般管理費の改善がありました。

持分法損益は21億円の利益となり、前年同期の16億円の利益から5億円増加しました。

四半期純利益は18億円となり、前年同期の6億円から12億円の増益となりました。上記の他、以下の要因がありまし

た。

・汐留ビルディングに係る当社出資持分売却に伴う利益119億円、及びティーガイアがエム・エス・コミュニケー

ションズと合併したことに伴う交換差益29億円により有価証券売却益149億円を計上しました。前年同期はケーブ

ルテレビ事業2社の売却益により28億円を計上しました。

・株価下落に伴い三井情報が41億円の暖簾減損損失を計上しました。

・東京放送株式をはじめ上場株式を中心に有価証券評価損40億円を計上しました。前年同期は上場株式を中心に小

口の集積で23億円を計上しました。

 

 物流・金融市場セグメント

売上総利益は255億円となり、前年同期の162億円から93億円増加しました。親会社の商品デリバティブトレーディン

グに関連し雑損益に計上された為替損失156億円に対応するものが含まれております。そのほかの要因としては、

Mitsui & Co. Energy Risk Management(英国)が商品相場全般の高いボラティリティによる収益機会はあったもの

の信用収縮の影響により52億円の減少、同様に信用収縮の影響から親会社が保有するファンドの運用成績の悪化も

ありました。また、物流事業関連において販売用不動産の評価損を計上しました。

営業利益は162億円となり、前年同期の67億円から95億円増加しました。

持分法損益は12億円の損失となり、前年同期の16億円の損失から4億円の改善となりました。

四半期純損失は51億円となり、前年同期の31億円の純利益から82億円の悪化となりました。上記の他、以下の要因が

ありました。

 ・親会社の商品デリバティブトレーディングに係る主として売上総利益に対応する為替損失156億円を雑損益に計

上しました。

・株価の下落により上場株式を中心に有価証券評価損48億円を計上しました。前年同期は16億円を計上しました。

 

米州セグメント

売上総利益は344億円となり、前年同期の146億円から198億円の大幅増益となりました。

・世界的な飼料添加物需要の増加を背景に、販売数量増と価格上昇を背景にNovus Internationalが89億円の増益

となりました。

・原油先物相場環境の好転によりWestport Petroleumが59億円の改善となりました。

・市況下落により高水準なガス・石油掘削活動に先行き懸念が生じたことから油井管需要にも陰りが見えてきたも

のの、Champions Pipe & Supply(米国)は前期からの好調を維持し増益となりました。

・前年同期におけるMBK Real Estate（米国）の住宅在庫評価損50億円計上による反動増がありました。

売上総利益の大幅増益を反映し、営業利益も152億円となり、前年同期の32億円の損失から184億円の大幅改善とな

りました。

持分法損益は9億円の損失となり、前年同期の16億円の利益から25億円の悪化となりました。

四半期純損失は106億円となり、前年同期の18億円の純損失から88億円の悪化となりました。上記の他、以下の要因

がありました。

・金融危機に端を発する景気後退により、米国三井物産傘下の子会社において暖簾減損損失96億円を計上しまし

た。主な内訳は自動車・住宅関連鉄鋼製品需要の低迷によるSteel Technologiesの暖簾の減損55億円です。また、

Steel Technologiesの機械設備の評価損を中心に固定資産評価損29億円を計上しました。

・米ドル金利の低下を受け、米州セグメント全体で利息収支の負担が24億円改善しました。

・肥料製造販売事業会社Fertilizantes Mitsui Industria e Comercioにおいて通貨オプション取引清算損失23億

円を雑損益に計上しました。
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欧州・中東・アフリカセグメント

売上総利益は60億円となり、前年同期の69億円から9億円の減少となりました。

売上総利益の減少をうけ、営業利益は3億円となり、前年同期の8億円から5億円の減少となりました。

欧州の景気減速に伴い四半期純損失は9億円となり、前年同期の10億円の純利益から19億円の減益となりました。

 

アジア・大洋州セグメント

売上総利益は30億円となり、前年同期の87億円から57億円の減少となりました。

売上総利益の減少をうけ、営業損失は36億円となり、前年同期の23億円の営業利益から59億円減少しました。

四半期純利益は39億円となり、前年同期の59億円から20億円の減益となりました。上記の他、石炭価格上昇を背景に

豪州三井物産が保有するMitsui Coal Holdingsの当セグメント出資持分相当利益が37億円増加しました。

 

（3）財政状態及びキャッシュ・フロー

①資産及び負債並びに資本

平成20年12月末の総資産は8兆8,476億円となり、平成20年3月末の9兆5,378億円から6,902億円減少しました。

流動資産合計は4兆8,121億円となり、平成20年3月末の5兆581億円から2,460億円減少しました。

原油市況の下落を反映して、エネルギー及び米州の原油・石油製品関連取引で売上債権が減少する一方、金融市場

でデリバティブ債権が増加しました。ティーガイアが連結子会社から持分法関連会社に異動したことによる減少も

ありました。　

流動負債は3兆2,452億円となり、平成20年3月末の3兆4,416億円から1,964億円減少しました。

売上債権減少の見合いで仕入債務も減少する一方、当社の短期債務が増加しました。ティーガイアの持分法関連会社

化による減少もありました。

これらにより流動資産と流動負債の差額の運転資本（Working Capital）は1兆5,669億円となり、平成20年3月末の

1兆6,165億円から496億円減少しました。

流動資産以外の「投資及び非流動債権合計」、「有形固定資産(減価償却累計額控除後)」、「無形固定資産（償却

累計額控除後）」、「繰延税金資産－非流動」、「その他の資産」の合計は4兆355億円となり、平成20年3月末の4兆

4,798億円から4,443億円減少しました。

 

 
 

・投資及び非流動債権は2兆9,247億円となり、平成20年3月末の3兆2,373億円から3,126億円減少しました。

　このうち、関連会社に対する投資及び債権は1兆2,410億円となり、平成20年3月末の1兆3,330億円から920億円減少

しました。現金収支を伴わない変動として、円高による海外宛投資の円換算額の減少2,445億円、当第3四半期連結

累計期間の関連会社持分法損益（税効果前）の見合いの増加661億円(関連会社からの受取配当金829億円控除

後)がありました。一方、当第3四半期連結累計期間における主な取得は、Valeparの増資引受784億円、スクラップ

事業会社Sims Metal Management（豪州）株式買増230億円、ブラジルで農産物一貫生産・販売事業を行う

Multigrain(スイス)の増資引受140億円などです。主な回収は、IPM Eagleの優先株式償還231億円（増資引受額控

除後）です。

  その他の投資は１兆350億円となり、平成20年3月末の１兆2,815億円から2,465億円減少しました。株式市況の下

落に伴い有価証券評価差額見合いで国際石油開発帝石株式をはじめ前期末比で合計1,558億円減少したほか、三

井化学株式148億円など有価証券の減損が合計で576億円ありました。支出と有償減資のあったSakhalin Energy

Investment株式は195億円減少(為替変動の影響による206億円減少を含む)しました。一方、主な増加は、三井住友

フィナンシャルグループ海外子会社の優先出資証券取得100億円です。
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・有形固定資産(減価償却累計額控除後)は9,253億円となり、平成20年3月末の1兆163億円から910億円減少しまし

た。主な理由は円高による海外資産の円換算額の減少です。増減の内訳は、豪州の鉄鉱石鉱山で58億円減少（為替

変動の影響による359億円減少を含む）、豪州石炭鉱山で347億円減少(同460億円減少を含む)、三井石油開発（タ

イ沖他）、米国メキシコ湾海上油・ガス田、エンフィールド・ヴィンセント（豪州）、チュイ（ニュージーラン

ド）、オマーンの石油・ガス事業合計で50億円減少(同182億円減少を含む)です。

長期債務は2兆8,095億円となり、平成20年3月末の2兆9,444億円から1,349億円減少しました。米国三井物産及び内

外金融子会社を中心に減少しました。

株主資本は1兆9,211億円となり、平成20年3月末の2兆1,837億円から2,626億円減少しました。利益剰余金の積み上

げ1,924億円に対し、対円での豪ドル、ブラジルレアル、米ドル安などによる外貨換算調整勘定の減少純額合計3,412

億円、株式市況の下落に伴う未実現有価証券保有損益の減少973億円などがありました。

この結果、平成20年12月末の株主資本比率は21.7%となり、平成20年3月末の22.9%から1.2ポイント下落しました。平

成20年12月末のネット有利子負債は2兆7,656億円となり、平成20年3月末の2兆7,740億円から84億円減少しました。

ネットDERは1.44倍となり、平成20年3月末の1.27倍から0.17ポイント上昇しました。

 

 

（*）ネットDERについて

当社は「ネット有利子負債」を自己資本で除した比率を「ネットDER」 と呼んでいます。当社は「ネット有利子負

債」を以下の通り定義して、算出しております。すなわち、

・短期債務及び長期債務の合計により有利子負債を算出。

・有利子負債から現金及び現金同等物、定期預金を控除した金額を「ネット有利子負債」とする。

当社の有利子負債の主要な項目は長期債務(１年以内期限到来分を除く)から構成されます。当社の資本支出の資金

需要に柔軟に対応し、金融市場の不測の機能低下の下においても債務返済に応えられるよう、当社は、厚めの現金及

び現金同等物を維持しています。こうした方針のもと、当社は、ネットDERは当社の債務返済能力と株主資本利益率

(ROE)向上のための財務レバレッジの関係を検討するための有効な指標と考えています。

 （単位：億円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

前連結会計年度末

（平成20年3月31日)

当第3四半期連結会計期間末

（平成20年12月31日）

 短期債務  4,646 5,551

 長期債務  32,210 31,217

 有利子負債合計  36,856  36,768

(控除)現金及び現金同等物、定期預金  △9,116  △9,112

 ネット有利子負債  27,740  27,656

 株主資本  21,837 19,211

 ネットDER(倍) 1.27  1.44

 

 

②キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

当第3四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは1,810億円の資金獲得となりました。

エネルギーセグメントを中心に879億円の営業利益を計上、関連会社及び連結対象外の投資先からの受取配当金も

あったほか、営業資産・負債の増減による439億円の資金獲得がありました。

 

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは645億円の資金の支出となりました。

当第3四半期連結会計期間の内訳は以下のとおりです。

・関連会社に対する投資等の増加として193億円を支出し、既存の投融資の売却及び回収103億円との差し引きでの

資金収支は90億円の資金の支出となりました。主な支出は、Multigrain増資引受140億円です。

・その他の投資の取得は253億円の支出となり、既存の投資の売却収入297億円との差し引きでの資金収支は44億円

の資金の回収となりました。主な支出は、三井住友フィナンシャルグループ海外子会社の優先出資証券取得100億

円です。主な回収は、汐留ビルディングに係る当社出資持分売却140億円、Sakhalin Energy Investment有償減資

59億円です。

・賃貸用固定資産及び有形固定資産の購入は625億円の支出となり、既存の資産の売却収入49億円との差し引きで

の資金収支は576億円の資金の支出となりました。主な支出は、豪州の鉄鉱石鉱山で109億円、豪州石炭鉱山で61億

円、三井石油開発（タイ沖など）、エンフィールド・ヴィンセント（豪州）、チュイ（ニュージーランド）、オ

マーン、米国メキシコ湾の石油・ガス事業合計で146億円、リース用鉄道車両で40億円などです。

これらの結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローの合計であるフリー
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キャッシュ・フローは1,165億円の資金獲得となりました。

  

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは180億円の資金獲得となりました。

当第3四半期連結会計期間は、親会社を中心とした短期債務の調達増加による629億円の資金獲得の一方、455億円の

配当金支払がありました。長期債務は4億円の資金獲得でした。

 

以上のほか、為替変動による463億円の減少もあり、平成20年12月末の現金及び現金同等物の期末残高は、平成20年9

月末の8,052億円に比べ882億円増加し、8,934億円となりました。
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

①平成21年3月期業績見通し

　年間当期純利益については3,100億円を見込みます。連結損益計算書の主な構成項目の年間見通しは以下の通りです

（損失は△表示）。

 

 [業績予想の前提条件]        第3四半期累計  第4四半期累計  

    　実績          見通し 

 期中平均為替レート           102.48      　90.00      

原油価格（JCC)               107ドル       85ドル      

（単位：億円） 

 

 平成21年

3月期

見通し

 

 同左

(11/5公表)

 増減  業績予想の概要

 売上高 160,000 170,000 △10,000 

 売上総利益  10,300 11,600△1,300鉄鉱石・石炭数量減、円高、実体経済の減速

 販売費・一般管理費  △6,000 　 △6,100  100 

 貸倒引当金繰入額  △100  △100  0  

 営業利益  4,200  5,400 △1,200 

 （その他の収益・費用）     

 利息収支  △400  △450  50ドル金利低下

 受取配当金  650  500 150 

 有価証券・固定資産

 関係損益等
 △1,050  △250  △800上場株式・固定資産・暖簾の減損、為替損失

 継続事業からの税引前利益  3,400  5,200 △1,800 

 継続事業からの税引後利益  2,300  3,100  △800 

 少数株主損益  △450  △500  50
銅、鉄鉱石生産事業の投資子会社における負

担減

 持分法損益  1,250  2,000  △750
上場株式減損、資源価格下落、販売数量減、円

高

 非継続事業に係る損益  0  0  0  

 当期純利益  3,100  4,600 △1,500 

  

為替レートは当第3四半期連結累計期間の102.48円/米ドル、85.66円/豪ドル及び56.42円/ブラジルレアルに対し、

第４四半期連結会計期間はそれぞれ90円/米ドル、60円/豪ドル及び40円/ブラジルレアルを想定しています。また、

足下の原油価格（JCC）を47米ドル/バレルと置き、当社の第４四半期業績に反映されるJCCの平均価格を85米ドル/

バレルと想定しています(
*
)。

金融危機に端を発した実体経済の下落は日増しに加速し、全ての局面で需要が大幅に減少しております。需要減少

を反映し国際商品市況は更に下落し、年間契約に基づき引取数量レンジが定まっている鉄鉱石や石炭の販売にも影

響を及ぼしています。また、質への逃避が進む中、全ての主要通貨に対して円高が進み、当社決算に反映される海外

関係会社の円換算後の利益が減少しています。こうした状況を踏まえ、売上総利益は、第2四半期決算時に見直した

業績見通し（以下、前回見通し）比1,300億円減少の10,300億円を見込んでいます。利息収支は各通貨共に政策金利

が引き下げられたことを勘案し、前回見通し比50億円改善の400億円の損失とします。有価証券関係損益、固定資産

関係損益及び雑損益は上場株式の減損による有価証券評価損の計上や固定資産や暖簾の減損損失の計上に加え、為

替損失の発生などにより前回見通し比800億円負担増の1,050億円の損失を見込みます。少数株主損益は価格下落や

販売数量減少を反映し減益となる銅、鉄鉱石生産事業の投資子会社を中心に前回見通し比50億円の負担減を見込

み、450億円の損失を予想します。持分法損益は上場株式の減損、資源価格の下落や販売数量減少及び対豪ドル・対

ブラジルレアルでの円高の影響を織り込み前回見通し比750億円減少の1,250億円の利益を予想します。以上の結

果、当期純利益は前回見通し比1,500億円減少の3,100億円となる見込みです。

なお、株式市況は引き続き低水準で推移し、先行き不透明な状況が続いています。こうした株価の動向が期末まで継

続する場合、上場株式の減損が追加で発生するリスクがあります。更には円高の進行、商品市況の更なる下落及び景

気低迷の影響を注視しています。

(
*
) 油価は0～6ヶ月遅れで当社業績に反映されます。現時点では6ヶ月遅れが約2割、3ヶ月遅れが約6～7割で、残りは

当該四半期の油価となります。

 

オペレーティング・セグメント別での業績見通しは以下の通りです（損失は△表示）。

（単位：億円）　　　　　　 
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セグメント 09/3期見通し 同左（11/5公表） 増　減

鉄鋼製品  120  170 　△ 50 

金属資源  900  1,600  △ 700 

機械・プロジェクト  300  430 △ 130 

化学品 △ 40  100 　△　 140 

エネルギー  1,600  1,610 　△ 10 

食料・リテール  70  120 △ 50 

コンシューマーサービス・情報産業 △ 20  120 △ 140 

物流・金融市場 　△ 50  50 △ 100 

米州  0  190  △ 190 

欧州・中東・アフリカ  0  20  △ 20 

アジア・大洋州  320  420  △ 100 

合計  3,200  4,830  △ 1,630 

その他／調整・消去  △ 100 △ 230  130 

連結合計  3,100  4,600 △ 1,500 

 

 

・金属資源セグメントの年間当期純利益見通しは900億円（前回見通し比700億円減）となります。第3四半期連結

会計期間における減益要因に加え、鉄鉱石販売量の減少、非鉄金属価格の下落、対豪ドル、対ブラジルレアルでの

円高を織り込みます。

・エネルギーセグメントの年間当期純利益見通しは1,600億円（同10億円減）となります。原油価格は年間で101米

ドル/バレルを見込み、前回見通し比1米ドル/バレルの下落を想定しています。石炭の販売数量の減少や対豪ドル

での円高の影響はありますが、探鉱費の減少により相殺される見通しです。

・非資源分野の各セグメント及び海外セグメントにおいては、第3四半期連結会計期間に計上した有価証券評価損

や暖簾減損損失の減益要因に加え、円高の進行や日増しに強まる景気減速の影響により、全般的に低調に推移す

る見込みです。年間当期純利益見通しは、全セグメントにおいて前回見通し比減益を見込みます。
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平成21年3月期業績見通しの前提とした商品市況を前回見通しと比較した表は以下の通りです。価格変動の当期純

利益への影響額は試算値です。

 

 
                                                           

②利益配分に関する基本方針

当社は企業価値向上・株主価値極大化を図るべく、内部留保を通じた再投資に力点を置いて重点分野・成長分野での

旺盛な資金需要に対応する一方で、業績伸長の成果の一部について増配を通じて株主に直接還元して行きます。具体

的には、連結配当性向20％を目処として、業績の向上を通じ配当金の現行水準からの継続的増加を目指すこととして

おります。

本方針に基づき、昨年11月に平成21年3月期の年間配当予想に関しては、年間当期純利益見通し4,600億円を勘案し、一

株あたり50円（中間配当25円を含む）と公表致しました。

しかしながら、上述の通り、第3四半期連結会計期間に入り急速な世界景気の後退と国際商品市況の下落が当初の予測

以上に当社業績に影響を与えてきております。加えて株式市況の下落による上場有価証券評価損、事業性の見直しに

伴う暖簾・固定資産の減損、円高による海外関係会社業績の減少を理由に平成21年3月期の年間当期純利益見通しを

3,100億円(前回見通し4,600億円)に下方修正したことから、この見通し通りの業績となった場合の一株当たりの年間

配当額は、連結配当性向20%の配当方針に基づき、15円減額の35円程度とする方針と致しました。最終案については平

成21年3月期業績を踏まえて決定する予定です。

現在の経営環境における資本政策のあり方としましては、投資需要は旺盛であり、且つ優良な投資機会は拡がってい

ると認識する一方で、相当期間に亘る景気低迷が予想され、また、金融資本市場・商品市況の不透明な状況が継続して

いることを勘案し、引き続き自己資本・財務体質の強化を優先したいと考えております。利益配分のありかたにつき

ましては、経営環境、投資需要の将来動向、フリー・キャッシュ・フローの水準、有利子負債及びROEを指標として今後

も検討していきます。

 

(5)研究開発活動

  当第3四半期連結会計期間の研究開発活動の金額に重要性はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

 ①提出会社の設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 ②国内子会社の設備の状況　

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 ③在外子会社の設備の状況

当第３四半期連結会計期間における、重要な設備の異動は次のとおりです。（注：表中の金額は前四半期連結会計

期間末からの異動額）

・Mitsui Iron Ore Development及びMitsui-Itochu Ironは鉄鉱石資源の開発投資、Mitsui Coal Holdingsは石炭

資源の開発投資、Mitsui Rail Capital Europeはリース用鉄道車両の取得による増加がありましたが、円高の影

響により円建てでは減少しました。

・Mitsui E&P Australiaは原油資源の開発投資による増加がありましたが、Vincent油田に係る生産設備の減損及

び円高の影響により減少しました。

・Steel Technologiesは工場設備の減損及び円高の影響により減少しました。

 

オペレーティ

ング・セグメ

ント

会社名

事業所名

及び設備の

内容

所在地

従業

員数

(人）

土地及び山林 建物
その他

（百万円）
備考面積

（㎡）

帳簿価額

(百万円)

帳簿価額

(百万円)

金属資源

Mitsui

Iron Ore

Development

鉄鉱石採掘

設備　

オーストラリア

西オーストラリ

ア州ピルバラ

10 － △4 636 △10,418 

金属資源
Mitsui-Itochu

Iron

鉄鉱石採掘

設備

オーストラリア

西オーストラリ

ア州ピルバラ

2 － － △1,344△2,630 

機械・

プロジェクト

　

Mitsui Rail

Capital

Europe

鉄道車両
 オランダ

 アムステルダム
17 － － － △5,448 

エネルギー　
Mitsui Coal

Holdings

炭鉱機械設

備　

 オーストラリア

 クィーンズランド

州エメラルド他　

14 － － 414 △20,783 

エネルギー　
Mitsui E&P

Australia

原油の生産

設備等　

 オーストラリア

 インド洋　
23 － － － △16,305 

米州
Steel

Technologies 

鋼材加工

サービス

センター

アメリカ

ケンタッキー州

エミナンス他 

1,38521,265 △300 △1,405△3,385 

 （注）従業員数と帳簿価額についてはそれぞれの会社での合計数及び合計異動額を記載しております。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。

 

また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は以下のとおりです。

・平成20年11月、鉱物資源会社BHP Billiton社（豪・英）及び伊藤忠商事と共に、西豪州で共同運営を行う鉄鉱石

事業の供給能力の拡張投資を行うことを決定しました。投資総額は56億米ドル、当社は豪州投資子会社Mitsui

Iron Ore Development及びMitsui-Itochu Ironを通じて3.96億米ドルの投資を行うことになります。現在、本鉄

鉱石事業では、マウント・ニューマン鉱山での増産を柱とし、2010年の年間出荷能力を155百万トンとする拡張工

事を実行中ですが、これと並行して、鉄道・港湾、並びにヤンディ鉱山等で新たな拡張工事を推進する事で50百万

トン追加能力を獲得、年間出荷能力を205百万トンとし、2011年下期に増産開始する計画です。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,500,000,000

計 2,500,000,000

 

　②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株）

（平成20年12月31日）

提出日現在発行数(株)　　　
(平成21年2月13日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,824,917,976   1,824,917,976

東京、大阪、名古屋

（以上各市場第一部）、

札幌、福岡

各証券取引所

単元株式数は

1,000株です。

計 1,824,917,976 

 

1,824,917,976

 

－ －

  （注）1.提出日（平成21年2月13日）現在の発行数には、平成21年2月1日から2月13日までの新株予約権の行使（旧転換

社債の転換を含む。）により増加した株式数は含みません。

2.米国NASDAQに米国預託証券（ADR）を登録しております。     

 

（２）【新株予約権等の状況】

          旧商法に基づき転換社債を発行しております。 転換社債の残高、転換価格及び資本組入額は次のとおりです。

銘柄
（発行日）

平成20年12月31日現在
転換社債の残高
（百万円）

転換価格
(円)

資本組入額
（円）

第６回無担保転換社債

（平成6年8月17日）
3,810 876.6 439

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成20年10月1日～

平成20年12月31日　
5 1,824,917 2 339,622 2 365,905

    （注）前項「(2)新株予約権等の状況」に記載の第6回無担保転換社債の株式交換によるものです。
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（５）【大株主の状況】

 

　当第３四半期会計期間において、アライアンス・バーンスタイン株式会社から平成20年12月２日付の大量保有報告書の

写しの送付があり、平成20年11月28日現在で90,056,395株を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載

内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

　なお、アライアンス・バーンスタイン株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりです。 

 

 名称  住所  保有株券等の数  保有株式割合(%)

 アライアンス・バーンスタイン(株)

東京都千代田区大手町

一丁目５番１号

大手町ファーストスクエア 

90,056,395  4.93
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の利用可能な株主名簿（平成２０年９月３０日）に基づく記載をしております。

①【発行済株式】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

3,703,000

－ 単元株式数1,000株

（相互保有株式）

普通株式       -
－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他）
普通株式            

    1,810,437,000
   1,810,411単元株式数1,000株

単元未満株式
普通株式            

    10,772,274
－

一単元(1,000株)

未満の株式

発行済株式総数     1,824,912,274－ －

総株主の議決権 －     1,810,411 －

（注）１.「完全議決権株式（その他）」欄の株式数「普通株式1,810,437,000株」には、証券保管振替機構名義の株式

26単元(26,000株)を含みますが、議決権の数「1,810,411個」には、この株式に係る議決権26個は含まれており

ません。

２.「単元未満株式」欄の株式数「普通株式10,772,274株」には、当社所有の単元未満自己保有株式404株、単元未

満相互保有株式合計900株及び単元未満証券保管振替機構名義株式715株を含みます。

 

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

三井物産㈱ 千代田区大手町1－2－1    3,703,000       -     3,703,000    0.20

計 －     3,703,000       -     3,703,000    0.20

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 20年4月 20年5月 20年6月 20年7月 20年8月 20年9月20年10月20年11月20年12月

最高（円） 2,645 2,760 2,645 2,470  2,205    1,9151,373 1,041 916 

最低（円） 1,983 2,345 2,260    2,025    1,705    1,205 681 656 686 

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）における市場相場です。
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３【役員の状況】
　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりです。
 
  (1) 役員の役職の異動

氏名  新役職名  旧役職名 異動年月日

飯島 彰己 代表取締役専務執行役員 代表取締役常務執行役員 平成20年10月1日

田中 誠一
代表取締役専務執行役員

CPO（チーフプライバシーオフィサー）

代表取締役常務執行役員

CPO（チーフプライバシーオフィサー）
平成20年10月1日

 
  (2) 執行役員の役職の異動

氏名  新役職名  旧役職名 異動年月日

古川 壽正 副社長執行役員アジア・大洋州本部長 専務執行役員アジア・大洋州本部長  平成20年10月1日

飯尾 紀直 専務執行役員欧州・中東・アフリカ本部長 常務執行役員欧州・中東・アフリカ本部長 平成20年10月1日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下、『四半期連結財務諸表規則』という）第93条の規定により、米国において一般に公正妥当と認められて

いる会計処理の原則及び手続並びに表示方法に基づいて作成しております。

　また、四半期連結財務諸表その他の事項の金額については、百万円未満を四捨五入して表示しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

資産の部

 
当第３四半期
連結会計期間末

（平成20年12月31日）

前連結会計年度末に係る
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）
区分 金額（百万円） 金額（百万円）

流動資産   

現金及び現金同等物（注記１） 893,426 899,264

定期預金 17,818 12,302

市場性ある有価証券（注記１） 16,222 7,114

売上債権等（注記３）   

受取手形及び短期貸付金（前受利息控除後） 372,602 424,406

売掛金 1,818,617 2,125,640

関連会社に対する債権 151,033 228,831

貸倒引当金（注記１） △18,216 △23,289

棚卸資産（注記１及び３） 654,554 739,721

前渡金 110,150 95,188

繰延税金資産－流動（注記１） 50,323 37,766

デリバティブ債権（注記１） 426,138 279,295

その他の流動資産（注記１） 319,404 231,826

流動資産合計 4,812,071 5,058,064

   
投資及び非流動債権（注記１及び３）   

関連会社に対する投資及び債権（注記５） 1,241,031 1,333,042

その他の投資 1,035,031 1,281,476

非流動債権（前受利息控除後） 510,278 497,265

貸倒引当金（注記１） △55,802 △58,957

賃貸用固定資産（減価償却累計額控除後）（注記３） 194,185 184,447

投資及び非流動債権合計 2,924,723 3,237,273

   
有形固定資産－原価（注記１及び３）   

土地及び山林 168,472 188,848

建物 338,093 385,104

機械及び装置 823,315 815,202

鉱業権 141,231 146,120

船舶 34,801 33,789

建設仮勘定 148,573 176,987

有形固定資産合計 1,654,485 1,746,050

減価償却累計額 △729,217 △729,715

差引有形固定資産合計 925,268 1,016,335

無形固定資産（償却累計額控除後）（注記１） 93,883 128,504

繰延税金資産－非流動（注記１） 14,970 20,574

その他の資産 76,662 77,079

資産合計 8,847,577 9,537,829

「四半期連結財務諸表注記事項」参照   
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負債及び資本の部

 
当第３四半期
連結会計期間末

（平成20年12月31日）

前連結会計年度末に係る
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）
区分 金額（百万円） 金額（百万円）

流動負債   

短期債務（注記３） 555,121 464,547

１年以内に期限の到来する長期債務（注記３） 312,170 276,620

仕入債務等   

支払手形 78,819 79,414

買掛金 1,537,944 1,888,911

関連会社に対する債務 45,583 69,476

未払費用   

法人所得税（注記１） 86,095 127,411

未払利息 19,047 21,924

その他 67,851 85,526

前受金 140,737 113,939

デリバティブ債務（注記１） 279,067 238,684

その他の流動負債（注記１及び６） 122,769 75,111

流動負債合計 3,245,203 3,441,563

長期債務（１年以内期限到来分を除く）（注記３） 2,809,476 2,944,383

退職給与及び年金債務（注記１） 30,634 32,754

繰延税金負債－非流動（注記１） 283,425 387,337

その他の固定負債（注記１及び６） 328,759 304,156

偶発債務（注記３及び６）   

少数株主持分 228,969 243,976

資本   

資本金－普通株式（額面無し） 339,622 337,544

授権株式数　　 2,500,000,000株   

発行済株式総数   

当第３四半期連結会計期間末 － 1,824,917,976株   

前連結会計年度末 － 1,820,183,809株   

資本剰余金 434,147 432,245

利益剰余金   

利益準備金 49,454 47,463

その他の利益剰余金 1,587,705 1,397,313

累積その他の包括損益（注記１）         

未実現有価証券保有損益 43,195 140,446

外貨換算調整勘定 △476,385 △135,196

確定給付型年金制度 △31,359 △32,160

未実現デリバティブ評価損益 △19,638 1,135

累積その他の包括損益合計 △484,187 △25,775

自己株式 △5,630 △5,130

自己株式数   

当第３四半期連結会計期間末 － 3,710,961株   

前連結会計年度末 － 3,543,891株   

資本合計 1,921,111 2,183,660

負債及び資本合計 8,847,577 9,537,829

「四半期連結財務諸表注記事項」参照   
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（２）【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 

当第３四半期
連結累計期間

(自  平成20年４月１日
  至  平成20年12月31日)

区分 金額（百万円）

収益（注記１）：  

商品販売による収益 3,953,777

役務提供による収益 390,163

その他の収益 164,694

収益合計 4,508,634

   
売上高 (注記１及び５)

 当第３四半期連結累計期間：   12,688,270百万円
     

原価（注記１）：  

商品販売に係る原価 △3,458,927

役務提供に係る原価 △121,491

その他の収益の原価 △65,377

原価合計 △3,645,795

売上総利益 862,839

その他の収益・費用：  

販売費及び一般管理費（注記１） △453,608

貸倒引当金繰入額（注記１） △10,490

受取利息（注記１） 31,815

支払利息（注記１） △59,553

受取配当金 58,814

有価証券売却損益（注記１） 34,899

有価証券評価損（注記１） △57,639

固定資産処分損益 4,512

固定資産評価損（注記１） △14,430

暖簾減損損失（注記１） △13,639

雑損益 △46,131

        その他の収益・費用合計 △525,450

法人所得税、少数株主損益及び持分法損益前利益 337,389

法人所得税（注記１） △116,602

少数株主損益及び持分法損益前利益 220,787

少数株主損益 △36,862

関連会社持分法損益―純額（税効果後）（注記１） 95,776

四半期純利益 279,701

 

 

当第３四半期
連結累計期間

(自  平成20年４月１日
  至  平成20年12月31日)

　区分 金額（円）

１株当たり四半期純利益（注記１及び４）： 153.71

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益（注記１及び４）：

153.26

「四半期連結財務諸表注記事項」参照     
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【第３四半期連結会計期間】

 

当第３四半期
連結会計期間

(自  平成20年10月１日
  至  平成20年12月31日)

区分 金額（百万円）

収益（注記１）：  

商品販売による収益 1,008,921

役務提供による収益 106,069

その他の収益 61,019

収益合計 1,176,009

   
売上高 (注記１及び５)

　当第３四半期連結会計期間：   3,715,153百万円
     

原価（注記１）：  

商品販売に係る原価 △886,662

役務提供に係る原価 △35,546

その他の収益の原価 △19,649

原価合計 △941,857

売上総利益 234,152

その他の収益・費用：  

販売費及び一般管理費（注記１） △141,507

貸倒引当金繰入額（注記１） △4,704

受取利息（注記１） 8,112

支払利息（注記１） △17,480

受取配当金 19,908

有価証券売却損益（注記１） 16,432

有価証券評価損（注記１） △32,893

固定資産処分損益 △648

固定資産評価損（注記１） △13,297

暖簾減損損失（注記１） △13,639

雑損益 △27,235

        その他の収益・費用合計 △206,951

法人所得税、少数株主損益及び持分法損益前利益 27,201

法人所得税（注記１） 8,188

少数株主損益及び持分法損益前利益 35,389

少数株主損益 △6,147

関連会社持分法損益―純額（税効果後）（注記１） 9,911

四半期純利益 39,153

 

 

当第３四半期
連結会計期間

(自  平成20年10月１日
  至  平成20年12月31日)

　区分 金額（円）

１株当たり四半期純利益（注記１及び４）： 21.50

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益（注記１及び４）：

21.45

「四半期連結財務諸表注記事項」参照     
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（３）【四半期連結資本勘定増減表】

 

当第３四半期
連結累計期間

(自  平成20年４月１日 
 至  平成20年12月31日)

区分 金額（百万円）
資本金（普通株式）：     
　期首残高 337,544
　　発行済株式総数　当第3四半期連結累計期間　―　1,820,183,809株     
　転換社債の転換による発行 2,078
　  発行済株式総数　当第3四半期連結累計期間  ―      4,734,167株     
　期末残高 339,622
　　発行済株式総数　当第3四半期連結累計期間　―　1,824,917,976株     
資本剰余金：     
　期首残高 432,245
　転換社債の転換に伴う組入額 2,072
　自己株式売却損益 △170
　期末残高 434,147
利益剰余金：     
　利益準備金：     
　　期首残高 47,463
　　その他の利益剰余金からの振替額 1,991
　　期末残高 49,454
　その他の利益剰余金：     
　　期首残高 1,397,313
　　四半期純利益 279,701
　　現金配当支払額 △87,318
　　利益準備金への繰入額 △1,991
　　期末残高 1,587,705
累積その他の包括損益（税効果後）(注記１）：     
　期首残高 △25,775
　未実現有価証券保有損益 △97,251
　外貨換算調整勘定発生額 △341,189
　確定給付型年金制度 801
　未実現デリバティブ評価損益 △20,773
　期末残高 △484,187
自己株式：     
　期首残高 △5,130
　期中取得 △1,437
　期中売却 937
　期末残高 △5,630
　「四半期連結財務諸表注記事項」参照     

（注）当四半期連結資本勘定増減表は、当第３四半期連結累計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。

 

 

当第３四半期
連結累計期間

(自  平成20年４月１日
  至  平成20年12月31日)

包括損益 　金額（百万円）

四半期純利益 279,701

その他の包括損益（税効果後）（注記１）：  

未実現有価証券保有損益 △97,251

外貨換算調整勘定発生額 △341,189

確定給付型年金制度 801

未実現デリバティブ評価損益 △20,773

包括損益 △178,711

「四半期連結財務諸表注記事項」参照　 　
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（４）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 

当第３四半期
連結累計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

区分 金額（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー：  

四半期純利益 279,701

営業活動によるキャッシュ・フローに調整するための修正：     

減価償却費及び無形固定資産等償却 108,653

退職給与及び年金費用(支払額控除後) 4,553

貸倒引当金繰入額 10,490

有価証券売却損益 △34,899

有価証券評価損 57,639

固定資産処分損益 △4,512

固定資産評価損 14,430

暖簾減損損失 13,639

繰延税金 △18,781

少数株主損益 36,862

持分法による投資損益（受取配当金控除後） △15,561

営業活動に係る資産・負債の増減：     

　売上債権等の減少 322,128

　棚卸資産の増加 △28,871

　仕入債務等の減少 △282,516

  未払費用－法人所得税の減少 △24,073

　前渡金の増加 △43,976

  前受金の増加 42,538

　デリバティブ債権の増加 △209,570

　デリバティブ債務の増加 76,893

　その他－純額 △61,951

営業活動によるキャッシュ・フロー 242,816
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当第３四半期
連結累計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

区分 金額（百万円）

投資活動によるキャッシュ・フロー：  

定期預金の増減－純額 △6,415

関連会社に対する投資等の増加 △158,243

関連会社に対する投資の売却及び貸付金の回収 53,945

その他の投資の取得 △67,911

その他の投資の売却収入 88,095

長期貸付金の増加 △62,690

長期貸付金の回収 65,072

賃貸用固定資産及び有形固定資産の購入 △197,979

賃貸用固定資産及び有形固定資産の売却収入 31,332

子会社買収（取得時現金控除後） △1,208

投資活動によるキャッシュ・フロー △256,002

財務活動によるキャッシュ・フロー:     

短期債務の増減－純額 155,440

長期債務の増加 228,797

長期債務の減少 △237,510

自己株式の取得及び売却－純額 △670

配当金支払 △87,318

財務活動によるキャッシュ・フロー 58,739

現金及び現金同等物の為替相場変動の影響額 △51,391

現金及び現金同等物の減少－純額 △5,838

現金及び現金同等物期首残高 899,264

現金及び現金同等物四半期末残高 893,426

「四半期連結財務諸表注記事項」参照  
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当四半期連結財務諸表作成の基準について

１．当四半期連結財務諸表が準拠している用語、様式及び作成方法

　当四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下、『四半期連結財務諸表規則』という)第93条の規定により、米国預託証券の発行等に関して要請さ

れている会計処理の原則及び手続並びに表示方法（主として会計調査公報、会計原則審議会意見書、財務会計基

準書及びその解釈指針等、米国において一般に公正妥当と認められている会計原則、以下『米国会計基準』とい

う）に基づいて作成しております。

　なお、米国会計基準において注記が求められる項目の一部（財務会計基準書第157号「公正価値測定」における

公正価値の開示、財務会計基準書第132号の改訂「年金及び他の退職後給付に関する事業主の開示－財務会計基

準書第87号、第88号及び第106号の改訂」における退職年金及び退職一時金の開示等）について、記載を省略して

おります。

　また、四半期連結財務諸表規則において注記が要請されている項目を斟酌した上で、一部、米国会計基準におい

て必ずしも注記が求められない項目について追加記載しております。

  当社は、米国証券取引委員会（SEC）に米国預託証券を発行登録し、昭和46年2月には同証券を米国NASDAQに登

録しております。従って、当社は米国証券取引法（1934年法）第13条の規定により、米国において一般に公正妥当

と認められている会計原則に基づいて作成された連結財務諸表を含めた様式20-F（Form 20-F）を、年次報告書

としてSECに定期的に提出しております。

 

２．四半期連結財務諸表規則に準拠して作成する場合との主要な相違の内容

　米国会計基準に準拠して作成した当四半期連結財務諸表と、わが国の四半期連結財務諸表規則に準拠して作成

した四半期連結財務諸表との主要な相違の内容は次のとおりです。

(1）四半期連結財務諸表の構成について

　米国会計基準による四半期連結財務諸表は、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結資

本勘定増減表、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記より構成されております。

 

(2）四半期連結財務諸表における表示の相違について

(イ）営業債権債務の区分表示

　通常の取引に基づいて発生した営業上の債権債務（ただし、破産債権、再生債権、更生債権その他これら

に準ずる債権で１年以内に回収されないことが明らかなものを除く）については、わが国では流動項目

として表示しますが、当四半期連結貸借対照表ではその決済期日が貸借対照表日の翌日から起算し１年

を超えるものを非流動項目として区分表示しております。

(ロ）鉱業権の表示

　鉱業権については、わが国では無形固定資産として表示しますが、当四半期連結貸借対照表では有形固

定資産として表示しております。

(ハ) 少数株主持分の表示箇所

　少数株主持分については、当四半期連結貸借対照表では資本の部の前に表示しております。

(ニ）四半期連結損益計算書の様式

　四半期連結損益計算書の様式については、わが国では多段階計算方式（営業利益などの小計を多段階式

に示す方式）が採用されますが、当四半期連結損益計算書では単純計算方式（総収益から総費用などを

小計を示さずに控除する方式）を採用しております。

(ホ）関連会社持分法損益の表示箇所

　四半期連結損益計算書において、関連会社持分法損益は、税効果後の金額で少数株主損益の後に独立項

目として表示しております。

(ヘ) 非継続事業に係る損益の表示

　財務会計基準書第144号「長期性資産の減損及び処分に関する会計処理」を適用しており、清算・売却

された又は売却予定となった子会社事業など、非継続となった事業の損益を、税効果後の金額で非継続事

業に係る損益－純額(税効果後)として区分表示しております。
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(3）会計処理基準の相違について

(イ）有価証券

　財務会計基準書第115号「負債証券及び特定の持分証券投資の会計処理」、米国財務会計基準審議会

（FASB）の新会計問題審議部会審議事項第91-5号「原価法で評価される投資の非貨幣性交換取引」、財

務会計基準書第140号「金融資産の譲渡及びサービス業務並びに負債の消滅に関する会計処理」及び新

会計問題審議部会審議事項第96-15号「外貨建売却可能負債証券の外国為替レート変動の影響に関する

会計処理」を適用しており、本会計処理による当第3四半期連結累計期間及び当第3四半期連結会計期間

の連結税引前利益に対する影響額は、それぞれ34,175百万円（利益）、32,634百万円（利益）です。

(ロ）リース

　財務会計基準書第13号「リースの会計処理」を適用しており、ある一定の条件に該当するリース取引に

ついては、キャピタル・リースとして固定資産に計上しております。

(ハ）セール・アンド・リースバック

　財務会計基準書第28号「リースバックに伴う売却の会計処理－財務会計基準書第13号改訂」及び財務

会計基準書第98号「リースの会計処理（不動産に係るセール・リースバック、不動産のセールス・タイ

プ・リース、リース期間の規定及び直接金融リースの当初の直接原価）－財務会計基準書第13、66及び91

号の改訂、並びに財務会計基準書第26号及び実務公報第79－11号の廃止」を適用しております。

(ニ）圧縮記帳

　有形固定資産の圧縮記帳については、圧縮記帳がなかったものとして処理しております。

(ホ）企業結合

　財務会計基準書第141号「企業結合」を適用しており、企業結合から生じた貸方暖簾を一時利益認識し

ております。

(ヘ）暖簾及びその他の無形固定資産

　財務会計基準書第142号「暖簾及びその他の無形固定資産」を適用しており、暖簾の償却を停止してお

ります。本会計処理による当第3四半期連結累計期間及び当第3四半期連結会計期間の連結税引前利益に

対する影響額は、それぞれ538百万円（利益）、2,016百万円（損失）です。なお、第3四半期連結累計期間

及び当第3四半期連結会計期間の連結税引前利益に対する影響額には、償却の有無より生じる暖簾の減損

額の相違の影響が含まれております。

(ト）退職年金及び退職一時金

　財務会計基準書第87号「事業主の年金会計」及び財務会計基準書第158号「確定給付型年金及びその他

の退職後給付制度に係る事業主の会計－財務会計基準書第87号、第88号、第106号及び第132号（2003年改

訂）の改訂」を適用しており、本会計処理による当第3四半期連結累計期間及び当第3四半期連結会計期

間の連結税引前利益に対する影響額は、それぞれ845百万円（利益）、293百万円（利益）です。

(チ）延払条件付販売利益

　延払条件付販売に係る利益については、通常の取引と同様販売時に計上しております。

(リ）売買契約残の見込損失

　売買契約残の見込損失については、当該契約に係る損失が発生した年度に計上しております。

(ヌ）新株発行費用

　新株発行に係る費用については、資本剰余金の控除として計上しております。

(ル）法人所得税の不確実性

　FASB解釈指針第48号「法人所得税の不確実性－財務会計基準書第109号の解釈」を適用しております。

(ヲ）資産の除却の債務

　財務会計基準書第143号「資産の除却の債務に関する会計処理」を適用しております。
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四半期連結財務諸表注記事項

１．四半期連結財務諸表の作成基準並びに重要な会計方針の要約

(1）四半期連結財務諸表の基本事項

　当社は、米国で一般に認められている会計原則に基づいて当四半期連結財務諸表を作成しております。従っ

て、当四半期連結財務諸表作成に当たり、わが国の四半期財務諸表に関する会計基準に基づく会計処理と相違

する事項については所要の修正を行っております。主な修正項目は、デリバティブ及びヘッジ活動に係る処理、

売買契約残等に係る見込損失の計上、投資の非貨幣性交換取引及び外貨建売却可能負債証券の為替レート変動

の影響等の投資に係る処理、新株予約権（旧新株引受権）に係る処理、退職給付に係る処理、延払条件付販売利

益の販売基準による処理、企業結合に係る処理、暖簾及びその他の無形固定資産に係る処理、資産の除却の債務

に係る処理、変動持分事業体の連結に係る処理、リース取引に係る処理、新株発行費用に係る処理、法人所得税

の不確実性に係る処理などです。

　四半期連結損益計算書に表示されている売上高は、米国財務会計基準審議会（FASB）の新会計問題審議部会

（EITF）審議事項第99-19号「契約の当事者としての収益の総額表示と代理人としての収益の純額表示」に基

づき任意に開示しているもので、当社及び連結子会社が契約の当事者として行う商取引に係る取引額と、当社

及び一部の連結子会社が代理人として行う取引額との合計で表示しております。当該売上高は、収益、業績指

標、流動性や営業・投資・財務活動によるキャッシュ・フローの状況を示すものではなく、日本の総合商社に

おいて一般的に用いられている指標であり、経営成績についての補足情報として、四半期連結財務諸表の利用

者にとって有用なものであるとの観点から開示しております。

 

(2）重要な会計方針の要約

連結

　当四半期連結財務諸表は、当社、当社が直接・間接に議決権の過半数を所有する国内及び海外の子会社、並び

に当社又は子会社が主たる受益者となる変動持分事業体（以上を合わせて、当社及び連結子会社という）の各

勘定を連結し、また、当社及び連結子会社が資産について不可分の持分を所有し、かつ、合弁契約により個々の

負債持分につき単独で負担を引き受ける石油・ガス産出活動及び鉱山業に従事する非会社組織の共同事業体

の資産、負債及び損益の持分を比例連結したものです。ここで変動持分事業体とは、FASB解釈指針第46号(2003

年12月改訂)「変動持分事業体の連結－会計調査公報第51号の解釈」に定めるものを意味します。

　ビジネスに従事していると認定されない変動持分事業体に対する投資差額（投資額と取得時の時価純資産に

対する当社持分との差額）については非経常損益として一時認識されますが、それ以外の連結子会社に対する

投資差額については暖簾として会計処理しております。

  第３四半期会計期間末が9月末から12月末の間にある一部の子会社については、その第３四半期会計期間末

を当社の第３四半期会計期間末である12月末とみなして連結しております。

 

外貨換算

  海外連結子会社及び関連会社の財務諸表の換算については、財務会計基準書第52号「外貨換算」に従い、資

産及び負債は期末日の為替レートで円貨に換算し、収益及び費用は対応する期間の平均為替レートで円貨に換

算しております。この結果生じる換算差額は、外貨換算調整勘定として累積その他の包括損益に計上しており

ます。

  外貨建の金銭債権債務は、期末日の為替レートにて円貨に換算しており、この結果生じる換算差額は損益認

識しております。

 

現金同等物

　現金同等物は、随時現金化が可能であり、価値変動に重要なリスクが無い流動性の高い短期投資（取得日から

の償還期日が3ヶ月以内）をいい、預金時から3ヶ月以内に満期の到来する定期預金、取得日から3ヶ月以内に満

期の到来する譲渡性預金、政府短期証券及びコマーシャル・ペーパーを含めております。

 

貸倒引当金

  減損が生じていると考えられる特定の債権については、財務会計基準書第114号「貸付金の減損に関する債

権者の会計処理－財務会計基準書第5号及び第15号改訂」（SFAS114）（財務会計基準書第118号「貸付金の減

損に関する債権の会計処理－利益の認識と開示－SFAS114の改訂」による改訂後）に従い、予想される将来の

キャッシュ・フローを当初契約の実効利率で割引いた現在価値若しくは担保に依存しているものは担保の公

正価額に基づき、減損の測定を行っております。

  SFAS114の規定に該当しない一般債権に対する貸倒引当金は、主として当社及び連結子会社における過去の
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損失の経験及び潜在的な損失の見積に基づいて計上しております。

 

棚卸資産

　棚卸資産は、主に販売用の商品及び原材料からなり、主として個別法による原価に基づく低価法により評価し

ております。

 

デリバティブ取引及びヘッジ活動

　当社及び連結子会社は、財務会計基準書第133号「デリバティブ及びヘッジ活動に関する会計処理」

（SFAS133）（財務会計基準書第138号「デリバティブ及びヘッジ活動に関する会計処理－SFAS133の改訂」及

び財務会計基準書第149号「デリバティブ取引及びヘッジ活動に関する財務会計基準書第133号の改訂」によ

る改訂後）に従い、全てのデリバティブ取引を公正価額で資産又は負債として計上し、公正価額の変動の会計

処理をその保有目的とヘッジ指定の有無に基づき決定しております。

　当社及び連結子会社では、非鉄金属、石油、食料などに係る棚卸資産及び確定契約の公正価額変動リスク、及び

見込取引のキャッシュ・フロー変動リスクをヘッジするために商品先物、商品先渡、商品オプション、商品ス

ワップなどの商品デリバティブ取引を活用しております。

　ヘッジ対象の公正価額変動リスクをヘッジする目的で保有する商品デリバティブ取引については、ヘッジ指

定及び有効性評価を行い、ヘッジ要件を充足する場合は、公正価額ヘッジとして公正価額の変動額をヘッジ対

象の公正価額の変動額とともに商品販売による収益又は商品販売に係る原価として損益認識しております。

ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動リスクをヘッジする目的で保有する商品デリバティブ取引のうち

ヘッジが有効である部分については、キャッシュ・フローヘッジとして公正価額の変動額をその他の包括損益

として認識し、ヘッジ対象のキャッシュ・フローが損益に影響を与えた時点で商品販売による収益又は商品販

売に係る原価として損益認識しております。ヘッジが有効でない部分については、公正価額の変動額を直ちに

商品販売による収益又は商品販売に係る原価として損益認識しております。

　ヘッジ要件を充足しない商品デリバティブ取引については、公正価額の変動額を商品販売による収益又は商

品販売に係る原価として損益認識しております。

　また、当社及び一部の連結子会社は、一定の限度を設け、収益獲得を目的として商品デリバティブ取引を活用

したトレーディング取引を行っております。トレーディング目的のデリバティブ取引については公正価額の変

動額をその他の収益として損益認識しております。

　なお、貴金属取引については、棚卸資産、確定契約及び商品デリバティブ取引からなる商品取引全体の公正価

額を適切に四半期連結財務諸表に反映させるため、すべての取引に係る公正価額の変動額をその他の収益とし

て損益認識しております。

　当社及び連結子会社では、金利・為替の相場変動リスクをヘッジするために、金利スワップ、為替予約、通貨ス

ワップ、金利通貨スワップなどの金融デリバティブ取引を行っております。

　固定利付資産・負債の金利リスクに起因する公正価額の変動リスクをヘッジする目的で保有する金利スワッ

プ取引については、ヘッジ指定及び有効性評価を行い、ヘッジ要件を充足する場合は、公正価額ヘッジとして公

正価額の変動額をヘッジ対象の公正価額の変動額とともに受取利息又は支払利息として損益認識しておりま

す。変動利付資産・負債の金利リスクに起因するキャッシュ・フローの変動リスクをヘッジする目的で保有す

る金利スワップ取引のうちヘッジが有効である部分については、キャッシュ・フローヘッジとして公正価額の

変動額をその他の包括損益として認識し、ヘッジ対象のキャッシュ・フローが損益に影響を与えた時点で受取

利息又は支払利息として損益認識しております。ヘッジが有効でない部分については、公正価額の変動額を直

ちに受取利息又は支払利息として損益認識しております。

　外貨建金銭債権債務、確定契約及び見込取引の為替リスクに起因するキャッシュ・フローの変動リスクを

ヘッジする目的で保有する為替予約及び通貨スワップのうちヘッジが有効である部分については、キャッシュ

・フローヘッジとして公正価額の変動額をその他の包括損益として認識し、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

が損益に影響を与えた時点で為替差損益として損益認識しております。ヘッジが有効でない部分については直

ちに為替差損益として損益認識しております。

　金利通貨スワップのうち、外貨建資産・負債の金利・為替リスクに起因する公正価額の変動リスク又は

キャッシュ・フローの変動リスクをヘッジする目的で保有し、且つヘッジ要件を充足するものについては、そ

れぞれ公正価額ヘッジ又はキャッシュ・フローヘッジとして処理しております。

　ヘッジ要件を充足しない金融デリバティブ取引のうち金利スワップについては受取利息又は支払利息とし

て、また、為替予約、通貨スワップ及び金利通貨スワップについては為替差損益として損益認識しております。

　当社及び一部の連結子会社は、一定の限度を設け、収益獲得を目的として金融デリバティブ取引を活用してお

ります。収益獲得目的の金融デリバティブ取引については、公正価額の変動額をその他の収益として損益認識
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しております。

　また、当社では、在外事業体に対する純投資の為替変動リスクを回避するためにヘッジ手段として指定された

デリバティブ取引及びデリバティブ取引以外の金融商品を活用しております。デリバティブ取引以外のヘッジ

手段から生ずる為替差損益については、ヘッジ指定及び有効性評価を行い、ヘッジが有効である場合には、当該

為替差損益をその他の包括損益に含まれる外貨換算調整勘定として認識し、当該在外事業体宛投資の全部又は

一部が売却された時、もしくは当該在外事業体の清算時に損益認識しております。

　なお、ヘッジ会計を適用した商品デリバティブ及び金融デリバティブ取引から生ずるキャッシュ・フローは、

四半期連結キャッシュ・フロー計算書上、ヘッジ対象から生じるキャッシュ・フローと同じ区分に含めており

ます。

 

負債証券及び市場性ある持分証券

　当社及び連結子会社では、負債証券及び市場性ある持分証券をその取得時に財務会計基準書第115号「負債証

券及び特定の持分証券投資の会計処理」に従って、トレーディング有価証券、満期まで保有する負債証券及び

売却可能有価証券の3区分に分類しております。

　トレーディング有価証券については、その公正価額で評価しており、未実現保有損益は四半期純利益に含めて

おります。

　負債証券については、満期まで保有する積極的な意思及び能力を持つ場合には、満期まで保有する負債証券と

して分類の上、償却原価法により評価しております。満期日までのプレミアム及びディスカウントに係る償却

額は受取利息に含めております。

　トレーディング有価証券及び満期まで保有する負債証券に分類されない有価証券については、売却可能有価

証券に分類し、公正価額で評価しております。なお、売却可能有価証券の未実現保有損益は、税効果後の金額で

資本の部の累積その他の包括損益に含めております。

　また、公正価額の下落が一時的でないと判断される負債証券及び市場性ある持分証券については、公正価額ま

で評価減しております。公正価額の下落が一時的なものか否かについては、市場価額が帳簿価額を下回る程度

や期間、投資先の財政状態や将来見通し、予測される市場価額の回復期間にわたり当該証券を保有する意思と

能力の有無等を勘案して判断しております。

　売却した負債証券及び市場性ある持分証券の原価は移動平均原価法に基づき算定しております。

 

市場性ない持分証券

  市場性ない持分証券については、取得原価にて評価しております。一時的でない価値の下落が生じているも

のについては公正価額まで減額し、減損を認識しております。公正価額の下落が一時的なものか否かについて

は、投資先の財政状態や将来見通しなどを勘案して判断しております。

　売却した市場性ない持分証券の原価は移動平均原価法に基づき算定しております。

 

関連会社に対する投資

　関連会社（当社及び連結子会社が議決権の20％から50％を所有する会社、合弁会社及び20％未満の保有でも

重要な影響力を行使し得る会社）に対する投資勘定については、持分法により処理しております。また、当社が

支配持分を有しないジェネラル・パートナーシップ、リミテッド・パートナーシップ及びリミテッド・ライア

ビリティー・カンパニー（LLC）に対する投資勘定についても、持分法により処理しております。取得時以降の

損益については、内部利益及び配当金に関する適切な調整を行っております。関連会社に対する投資差額（投

資額と取得時の時価純資産に対する当社持分との差額）は持分法投資に関する暖簾として投資簿価に含めて

おります。

  また、一時的でない価値の下落が生じている関連会社への持分法投資については、公正価額まで減額し、減損

を認識しております。
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リース取引

  当社及び連結子会社は、直接金融リース及びレバレッジド・リースに区分されるファイナンス・リース事

業、並びにオペレーティング・リースによる固定資産の賃貸事業を行っております。

  直接金融リースでは、リース期間にわたり純投資額に対して一定の率で未稼得利益を取り崩すことで収益認

識しております。レバレッジド・リースの収益は、リース期間にわたり正の純投資額に対して一定の率となる

ように収益認識しております。初期直接費用は、繰延処理の上、リース期間にわたり利息法により償却しており

ます。オペレーティング・リースに係る収益は、リース期間にわたり均等にその他の収益として収益認識して

おります。

  当社及び連結子会社は、種々の固定資産を賃借しております。オペレーティング・リースに係る費用は、リー

ス期間にわたり均等に認識しております。

 

有形固定資産

　有形固定資産は取得原価で表示しております。賃貸用固定資産を含む有形固定資産の減価償却については、当

該資産の見積耐用年数に基づき、国内に所在する資産については主として定率法により、海外に所在する資産

については主として定額法により算定しております。鉱業権については見積耐用年数にわたり定額法又は生産

高比例法にて償却しております。

  賃借資産を改良するために製作した付属設備については、当該付属設備の耐用年数又は賃借資産のリース期

間のいずれか短い期間にわたり償却しております。

　多額の設備更新及び拡張は取得原価で資産計上しておりますが、維持修繕費及び少額の設備更新及び改良に

ついては発生時に費用認識しております。

 

長期性資産の減損

　当社及び連結子会社は、財務会計基準書第144号「長期性資産の減損及び処分に関する会計処理」

（SFAS144）に従い、保有・使用中の長期性資産及び売却以外の方法により処分する予定の長期性資産につい

て、企業環境の変化や経済事象の発生により、帳簿価額の回収可能性が損なわれたと推定される場合は、当該長

期性資産の簿価とこれに係る将来のキャッシュ・フロー総額（現在価値への割引前）との比較により、減損の

有無を判定し、減損したと判定された長期性資産については、公正価額に基づいて評価損を計上しております。

売却により処分する予定の長期性資産については、公正価額（売却費用控除後）との比較による低価法を適用

しております。

 

企業結合

  当社及び連結子会社は、財務会計基準書第141号「企業結合」に従い、すべての企業結合につきパーチェス法

により処理しております。また、企業結合によって取得した無形固定資産を暖簾とその他の無形固定資産に分

離して認識・開示するとともに、企業結合から生じた貸方暖簾を一時利益認識しております。

 

暖簾及びその他の無形固定資産

  当社及び連結子会社は、財務会計基準書第142号「暖簾及びその他の無形固定資産」（SFAS142）に従い、暖

簾については規則的な償却を行わず、年一回及び減損の可能性を示す事象が発生した時点で減損の有無を判定

しており、耐用年数を決定できるその他の無形固定資産（償却無形固定資産）については各々の見積耐用年数

にわたって償却するとともにSFAS144に基づき減損処理の要否を検討しております。また、耐用年数を決定でき

ないその他の無形固定資産（非償却無形固定資産）については耐用年数の合理的な見積りが可能になるまで

償却せず、SFAS142に基づき減損処理の要否を検討しております。

  なお、関連会社への持分法投資に関する暖簾については、SFAS142の規定に従い、規則的な償却は行わず、その

減損については、会計原則審議会意見書第18号「普通株式投資の持分法による会計処理」に基づいて、持分法

投資の一時的でない価値の下落による減損処理の一環として検討しております。

 

石油・ガス産出活動

  石油・ガスの産出活動は成功成果法に基づいて会計処理しております。利権鉱区取得費用、試掘井の掘削・

建設費用、開発井の掘削費用及び関連生産設備は資産に計上し、生産高比例法により償却しております。試掘井

に係る費用は事業性がないことが判明した時点で、地質調査費用等のその他の探鉱費用は発生時点で費用化し

ております。

　確認利権鉱区はSFAS144に従い、企業環境の変化や経済事象の発生により帳簿価額の回収可能性が損なわれた

と推定される場合には減損処理の要否を検討し、減損したと判定された鉱区については、公正価額に基づいて
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評価損を認識しております。未確認利権鉱区は財務会計基準書第19号「石油・ガス産出会社の財務会計と報

告」に従い、会計期間ごとに減損処理の要否を検討し、減損が発生している場合には損失認識しております。当

社及び連結子会社は、未確認利権鉱区における見積埋蔵量が経済的に回収可能であると判定される場合には減

損が発生していないと判断しております。ここで経済的に回収可能とは、減損の要否を検討する会計期間末時

点における市場価格を前提に、プロジェクト全体の期間を通じて少なくともゼロ以上の税引前キャッシュ・フ

ロー純額(現在価値への割引前)を生成する可能性が高い場合を意味しております。

 

鉱物採掘活動

　鉱物の探鉱費用は鉱物の採掘活動の商業採算性が確認されるまで発生時に費用認識しております。商業採算

性が確認された後に発生した採掘活動に関する費用については、開発費用とともに資産に計上し、確認鉱量及

び推定鉱量に基づき生産高比例法又は定額法により償却しております。

　露天採掘法による鉱物の採掘活動においては、鉱床に到達するために表土及びその他の廃石を除去する必要

があり、これらの廃石を除去するための費用は剥土費用と呼ばれております。鉱物の産出開始前の開発段階で

発生した剥土費用は原則として開発費用の一部として資産化しております。鉱物の産出開始後においても、廃

石の除去は継続されますが、産出開始後に発生した剥土費用は、棚卸資産の構成要素とみなされる変動産出費

用として、鉱物の売却に関連する収益が計上された期間に商品販売に係る原価の一部として費用認識されま

す。鉱床の形態によっては、棚卸資産として計上された産出開始後に発生した剥土費用につき、低価法による調

整が必要となる可能性があります。

 

資産の除却の債務

　当社及び連結子会社は、財務会計基準書第143号「資産の除却の債務に関する会計処理」に基づき、資産の除

却の債務を公正価額で負債として認識する一方、同額を資産化し、時間の経過に伴い当該負債を毎期現在価値

まで増額するとともに、資産化された金額を関連する資産の耐用年数にわたって償却しております。

 

退職年金及び退職一時金

　当社及び連結子会社は役員を除く大部分の従業員について退職年金及び退職一時金制度を採用しておりま

す。これら退職年金及び退職一時金については保険数理により計算された金額により、財務会計基準書第87号

「事業主の年金会計」及び財務会計基準書第158号「確定給付型年金及びその他の退職後給付制度に係る事業

主の会計－財務会計基準書第87号、第88号、第106号及び132号（2003年改訂）の改訂」に従い計上しておりま

す。

 

保証

　当社及び連結子会社は、FASB解釈指針第45号「第三者の債務に対する間接保証を含む保証に関する保証人の

会計処理及び開示－財務会計基準書第5号、第57号及び第107号の解釈、及び財務会計基準審議会解釈指針第34

号の廃止」（FIN45）に従い、平成15年1月1日以降に差入れた若しくは改訂を行った保証の履行義務を保証開

始時に公正価額にて負債として認識しております。

 

収益の認識基準

　当社及び連結子会社は、収益が実現又は実現可能となり、且つ収益が稼得された時点で収益を認識しておりま

す。即ち、商品等の引渡し及び役務の提供が完了し、取引価格が確定ないしは確定しうる状況にあり、且つ対価

の回収が合理的に見込まれる取引に関し、当該取引に係る証憑に基づき、収益を認識しております。具体的な認

識基準は次のとおりです。

 

商品販売による収益

　商品販売による収益には、契約の当事者として行う多種多様な商品の販売、金属・化学品・食料・物資などの

幅広い製品の製造販売、石炭・鉄鉱石・石油・ガスなどの資源開発、不動産の開発販売等が含まれております。

当社及び連結子会社は、これらの収益を売先に対する商品の引渡し、倉庫証券の交付、試運転の完了など、契約

上の受渡し条件が履行された時点をもって認識しております。

　鉄道プロジェクトなどの長期建設契約については、発生コストと工事の進捗状況に合理的な対応関係が認め

られる場合には工事進行基準、両者が合理的に対応しない場合には工事完成基準により収益を認識しておりま

す。

  当社及び一部の連結子会社は、原油及び石油製品などの取引において、主に需給調整を目的として同一相手

先と、ある地域、ある時点において、特定の品質、数量の商品を購入又は販売する一方、別の地域、別の時点にお
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いて同質、同量の商品を販売又は購入する取引を行っております。これらの取引は四半期連結損益計算書上、純

額により表示しております。

 

役務提供による収益

　役務提供による収益には、契約の当事者及び代理人として関わる様々な商品売買取引に関する手数料及び売

買差益が含まれております。具体的には、物流ロジスティクスサービス、情報通信サービス、技術支援などの多

種多様な役務提供に対する対価として手数料を受け取る取引、売先と買先が予め特定された取引において契約

の当事者として商品の売値と買値の差額を損益として計上する取引、製造家と需要家の契約締結斡旋や商品受

渡の支援を行う取引などがあります。当社及び連結子会社は、これらの役務提供に係る収益を契約に基づき役

務が提供された時点で認識しております。

 

その他の収益

　その他の収益には、主として、不動産、鉄道車両、船舶、航空機及び機械装置のリース事業に係る収益、トレー

ディング目的で行われた商品デリバティブ取引と金融デリバティブ取引に係る収益、並びに一般顧客向け金融

に係る収益が含まれております。

 

研究開発費

　研究開発費は発生時に費用認識しております。

 

広告宣伝費

　広告宣伝費は発生時に費用認識しております。

 

子会社又は関連会社による株式の発行

　連結子会社又は関連会社が、当該会社に対する１株当たりの当社持分額を超える価格、あるいは下回る価格で

第三者に対して株式を発行する場合に認識される当社持分の増減額は、その発行があった期間及び年度の損益

として計上しております。

 

法人所得税

　法人所得税の金額は、税引前利益に基づいております。繰延税金は、財務会計上の資産・負債と税務計算上の

資産・負債との一時差異及び繰越欠損金を反映し、一時差異又は繰越欠損金が解消すると見込まれる年度の実

効税率に基づき算出しております。繰延税金資産につき回収可能性に問題がある場合には、評価引当金を計上

しております。

  法人所得税の不確実な税務ポジションについては、FASB解釈指針第48号「法人所得税の不確実性－財務会計

基準書第109号の解釈」（FIN48）に従い、財務諸表における認識・測定をしております。法人所得税に係る延

滞税及び加算税については、四半期連結損益計算書上、法人所得税に含めて表示しております。

 

１株当たり四半期純利益

　１株当たり四半期純利益は四半期純利益を発行済普通株式（自己株式を除く）の加重平均株数で除して算出

し、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は潜在普通株式である旧商法に基づく転換社債の転換による希薄

化効果の影響を勘案して算出しております。

 

(3）非継続事業

  当社及び連結子会社は、SFAS144に従い、清算・売却された又は売却予定となった子会社事業など、非継続と

なった事業の損益を、税効果後の金額で四半期連結損益計算書上の非継続事業に係る損益－純額（税効果後）

として区分表示する方針としておりますが、当第３四半期連結累計期間に非継続となった事業に関しては、当

社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に対する重要な影響はなく、区分表示しておりません。
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(4）新会計基準

公正価値測定

　平成18年9月に財務会計基準書第157号「公正価値測定」（SFAS157）が公表されました。

  この基準書は、公正価値を定義し、公正価値測定の枠組を確立するとともに、公正価値測定に関する開示の拡

充を定めております。

　当社及び連結子会社は、第１四半期連結会計期間期首より、本基準書のうち金融資産、金融負債、及び非金融資

産及び非金融負債のうち定期的に公正価値により認識もしくは開示される項目の公正価値測定に関する規定

を適用しております。本規定適用による当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に対する重要な影響はあ

りません。定期的に公正価値により認識もしくは開示される項目を除く非金融資産及び非金融負債に関する規

定は平成20年11月16日以降に開始する会計年度、及びそれを構成する四半期会計期間より適用されますが、本

規定適用による当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に対する重要な影響はないものと見込まれます。

  また、平成20年10月にFASB職員意見書FAS157-3号「活発でない市場における金融資産の公正価値の決定」が

公表されました。この意見書は、活発でない市場におけるSFAS157の適用方法を明確化するものです。本意見書

は即日発効され、発効時未発行の財務諸表に対しても適用されます。当社及び連結子会社は、第２四半期連結会

計期間期首より本意見書を適用しております。本意見書適用による当社及び連結子会社の財政状態及び経営成

績に対する重要な影響はありません。

 

公正価値オプション

　当社及び連結子会社は、第１四半期連結会計期間期首より、財務会計基準書第159号「金融資産及び金融負債

の公正価値オプション－財務会計基準書第115号の改訂を含む」を適用しております。

　この基準書は、適格な金融資産及び負債について、一定の選択日において公正価値による測定を選択できるこ

とを認めています。公正価値オプションを選択した項目に係る未実現損益は損益に計上されます。

　本基準書適用による当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に対する重要な影響はありません。

 

特定契約に関連した金額の相殺

　当社及び連結子会社は、第１四半期連結会計期間期首より、FASB職員意見書FIN39-1号「FASB解釈指針第39号

の改訂」を適用しております。

　この意見書は、FASB解釈指針第39号「特定契約に関連した金額の相殺」を改訂し、マスターネッティング契約

の下で締結されたデリバティブ取引について認識された公正価額と、同一相手先に生じる現金担保を回収する

権利（債権）もしくは現金担保を返済する義務（債務）として認識された公正価額を相殺することを認めて

います。

　当社及び連結子会社は本意見書で認められた相殺を選択適用し、当第３四半期連結会計期間の四半期連結貸

借対照表上、デリバティブ債権に対しその他の流動負債を187,907百万円、デリバティブ債務に対しその他の流

動資産を337,996百万円相殺しております。また本意見書の規定を遡及適用し、前連結会計年度の連結貸借対照

表上、デリバティブ債権に対しその他の流動負債を112,038百万円、デリバティブ債務に対しその他の流動資産

を41,012百万円相殺しております。

 

信用デリバティブ及び特定の保証に関する開示及び財務会計基準書第161号適用基準日の明確化

　当社及び連結子会社は、当第３四半期連結会計期間期首より、FASB職員意見書FAS133-1及びFIN45-4号「信用

デリバティブ及び特定の保証に関する開示－財務会計基準書第133号及びFASB解釈指針第45号の改訂及び財務

会計基準書第161号適用基準日の明確化」を適用しております。

　この意見書は、SFAS133を改訂し、信用デリバティブの売り手に対し、信用デリバティブ及び複合金融商品に組

込まれた信用デリバティブが企業の財政状態、財務業績、キャッシュ・フローに与える影響を開示することを

要求しております。またFIN45を改訂し、債務保証取引に関する支払及び履行リスクの現在の状況につき開示要

件を拡充しております。更にこの意見書は、財務会計基準書第161号「デリバティブ取引およびヘッジ活動に関

する開示－財務会計基準書第133号の改訂」にて要求される開示内容につき、2008年11月16日以降に開始する

会計年度及び中間会計期間から適用されることを明確化しております。

　本意見書適用による当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に対する重要な影響はありません。
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２．企業結合

当第３四半期連結累計期間に生じた主な企業結合は以下のとおりです。

 

三井石油開発㈱（当社の51.5%連結子会社）は、経済産業省から同省が保有するタイ沖石油開発㈱の株式の50％

を、平成20年6月13日に一般競争入札で落札し、平成20年6月30日に株式売買契約を締結、平成20年7月15日に発効要

件を充足し、9,000百万円で追加取得しました。株式追加取得後の三井石油開発㈱のタイ沖石油開発㈱に対する議

決権比率は80％となり、これまで関連会社であったタイ沖石油開発㈱は株式取得日より連結子会社となりました。

その後、三井石油開発㈱は、タイ沖石油開発㈱の株式の10％に関し、東洋エンジニアリング㈱（当社の22.8%関連会

社）と平成20年8月11日に株式売買契約を締結しました。同売買契約に基づき、平成20年9月25日に売却を完了した

結果、タイ沖石油開発㈱に対する議決権比率は70％となっております。

タイ沖石油開発㈱は、タイ国沖合Block B12/27の権益の5%を保有し、天然ガス・コンデンセートの探鉱・開発・

生産事業を推進しております。当社は、エネルギー事業を最重要分野の一つと位置付け、中東・サハリン・オセア

ニアに加え、東南アジアも含めたより広い地域で、優良な原油・天然ガスの資源埋蔵量の入れ替えや新規取得によ

る事業収益基盤の拡充に努めております。今回の三井石油開発㈱によるタイ沖石油開発㈱株式取得は同戦略に合

致したものです。

取得価額は同社の生み出す将来キャッシュ・フローに基づき決定しました。同社の業績は、当第３四半期連結累

計期間において当該取得日以降、当社の第３四半期連結財務諸表に含まれております。

　上記の企業結合に係るプロフォーマ損益情報は、第３四半期連結財務諸表に対する影響額に重要性がないため開

示しておりません。
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３．担保差入資産

  当第３四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末における短期債務、長期債務、取引保証及び支払保証に係

る担保差入資産は次のとおりです。

 
当第３四半期連結会計期間末（平成20

年12月31日）

前連結会計年度末

（平成20年３月31日）

  （百万円）  （百万円）

 売上債権等（短期及び長期） 91,501 115,177 

 棚卸資産 30,761 39,274 

 投資 264,694 71,770 

 賃貸用固定資産（減価償却累計額控除後） 45,456 51,840 

 有形固定資産（減価償却累計額控除後） 35,036 33,639 

 その他 1,675 1,561 

 合計 469,123 313,261 

 

　これら担保差入資産を差入の目的別に分類すると次のとおりです。

 
当第３四半期連結会計期間末（平成20

年12月31日） 

前連結会計年度末

（平成20年３月31日）

  （百万円）  （百万円）

 短期債務 36,275 40,003 　

 長期債務 156,624 180,951 

 取引保証及び支払保証 276,224 92,307 

 合計 469,123 313,261 

 

　当社及び連結子会社は、輸入金融を利用する際、商慣行によりトラスト・レシートを銀行に差入れ、輸入商品又

は当該商品の売却に基づく売上債権に対する担保権を銀行に付与しております。ただし、これらトラスト・レ

シートの対象資産の金額は、輸入取引量が膨大なことから実務上算定困難であるため、上記数値には含まれてお

りません。

　上記のほか、借入約款において担保物件を特定せず借入先より請求のあった際に直ちに担保を差入れる旨の条

項のある借入金があります。
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４．１株当たり四半期純利益

　当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間における、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益の計算過程は次のとおりです。

 

 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

純利益
（分子）

株数
（分母）

1株当たり
金額

 （百万円） （千株） （円）
１株当たり四半期純利益 279,7011,819,668153.71
    
希薄化効果のある証券の影響          
　第六回無担保転換社債       21     5,478  
　関連会社の潜在株式に係る調整        △5　　　-  
    
潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

279,7171,825,146153.26

 

 

 

当第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

純利益
（分子）

株数
（分母）

1株当たり
金額

 （百万円） （千株） （円）
１株当たり四半期純利益 39,1531,821,14721.50
    
希薄化効果のある証券の影響    
　第六回無担保転換社債         6 　　4,348 
　関連会社の潜在株式に係る調整       △1  　　　-  
    
潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

39,1581,825,49521.45
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５．セグメント情報

当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）

 鉄鋼製品 金属資源
機械・

プロジェクト
 化学品 エネルギー

食料・
リテール

コンシューマー
サービス・
情報産業

物流・
金融市場

 （百万円） （百万円） （百万円）  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 399,468 250,923 444,805 417,836 893,745 520,834 149,578 54,232

売上総利益 11,784 15,083 22,073 12,172 64,052 21,954 14,084 25,467

営業利益(損失） 3,369 11,354 987 △443 49,871 5,299 △3,707 16,228

関連会社持分法損益 652 △9,298 5,549 104 12,034 358 2,087 △1,208

四半期純利益（損失） 2,737 △7,906 4,528 △4,186 49,357 1,538 1,815 △5,090

平成20年12月31日現在の         

　総資産 690,682 796,4281,380,082681,6401,490,526747,748 621,851 695,094

  関連会社に対する投資及び債権 26,068 372,890 315,859 42,145 128,724 81,083 125,489 24,819

減価償却費及び

  無形固定資産等償却
648 1,340 2,206 1,590 21,857 2,124 1,673 825

賃貸用固定資産及び

  有形固定資産の購入 
1,107 11,233 10,137 1,200 27,328 1,427 1,705 637

 

 米州
欧州・中東・
アフリカ

アジア・大洋州 合計 その他 調整・消去 連結合計

 （百万円） （百万円） （百万円）  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 319,137 176,141 87,8983,714,597 689 △133 3,715,153

売上総利益 34,401 5,966 2,960 229,996 1,526 2,630 234,152

営業利益(損失） 15,234 331 △3,644 94,879 87 △7,025 87,941

関連会社持分法損益 △881 △13 660 10,044 8 △141 9,911

四半期純利益（損失） △10,610 △936 3,929 35,176 1,560 2,417 39,153

平成20年12月31日現在の        

　総資産 598,409 159,215 223,4808,085,1552,969,781△2,207,3598,847,577

　関連会社に対する投資及び債権 32,161 15,533 44,9641,209,735 1,952 29,3441,241,031

減価償却費及び

  無形固定資産等償却
2,322 243 170 34,998 128 2,933 38,059

賃貸用固定資産及び

  有形固定資産の購入 
3,559 1,322 264 59,919 95 2,509 62,523
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当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）

 鉄鋼製品 金属資源
機械・

プロジェクト
 化学品 エネルギー

食料・
リテール

コンシューマー
サービス・
情報産業

物流・
金融市場

 （百万円） （百万円） （百万円）  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 1,245,8241,069,6691,514,8181,798,2692,541,8161,561,192629,463 161,837

売上総利益 46,108 106,852 84,211 67,242 231,178 64,010 60,223 59,701

営業利益(損失） 19,922 95,608 15,687 26,508 188,336 15,804 △6,153 30,426

関連会社持分法損益 3,047 42,238 13,354 3,667 31,642 1,350 3,737 △4,836

四半期純利益（損失） 12,022 84,056 21,659 △215 132,460 6,895 △2,876 △3,876

平成20年12月31日現在の         

　総資産 690,682 796,4281,380,082681,6401,490,526747,748 621,851 695,094

  関連会社に対する投資及び債権 26,068 372,890 315,859 42,145 128,724 81,083 125,489 24,819

減価償却費及び

  無形固定資産等償却
1,725 5,098 7,225 6,132 59,264 5,308 4,722 2,711

賃貸用固定資産及び

  有形固定資産の購入 
4,778 35,393 34,757 5,866 75,897 4,633 5,006 1,712

 

 米州
欧州・中東・
アフリカ

アジア・大洋州 合計 その他 調整・消去 連結合計

 （百万円） （百万円） （百万円）  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 1,319,872435,016 407,95712,685,7332,437 100 12,688,270

売上総利益 99,600 18,817 20,164 858,106 4,333 400 862,839

営業利益(損失） 41,891 102 △306 427,825 41 △29,125 398,741

関連会社持分法損益 1,098 △96 779 95,980 31 △235 95,776

四半期純利益（損失） 3,317 2,008 28,700 284,150 4,748 △9,197 279,701

平成20年12月31日現在の        

　総資産 598,409 159,215 223,4808,085,1552,969,781△2,207,3598,847,577

　関連会社に対する投資及び債権 32,161 15,533 44,9641,209,735 1,952 29,3441,241,031

減価償却費及び

  無形固定資産等償却
7,594 896 556 101,231 492 6,930 108,653

賃貸用固定資産及び

  有形固定資産の購入 
11,396 10,472 684 190,594 306 7,079 197,979

　(注)１．「その他」には、主に当社内外に対する金融サービス及び業務サービスが含まれております。平成20年12月31日

現在の総資産のうち、主なものは財務活動に係る現金及び現金同等物、定期預金及び上記サービスに関連する

連結子会社の資産です。

２．「調整・消去」の四半期純利益(損失)には、一部の本部経費など特定のオペレーティング・セグメントに配賦

されない損益及びセグメント間の内部取引消去が含まれております。

当第３四半期連結会計期間においては、年金以外の本店本部等経費△5,188百万円、年金関連項目△1,079百万

円、当社において発生する実際の税金と社内で設定している税率との調整などの税金項目6,116百万円が含ま

れております。当第３四半期連結累計期間においては、年金以外の本店本部等経費△15,575百万円、年金関連項

目△3,461百万円、当社において発生する実際の税金と社内で設定している税率との調整などの税金項目4,924

百万円が含まれております。金額は全て税効果後の金額です。

３．各セグメント間の内部取引は原価に利益を加算した価格で行われております。

４．営業利益(損失)は、四半期連結損益計算書で表示される売上総利益、販売費及び一般管理費及び貸倒引当金繰

入額の合計として算定されております。

５．従来「化学品」に含まれていた肥料関連事業及び「機械・プロジェクト」に含まれていた自動車関連事業の

在米州子会社の一部につき、より地域戦略を重視した経営を行うため、第１四半期連結累計期間より「米州」

に移管しております。
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６．偶発債務

(1) 保証　

　FIN45に基づく当第３四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末における保証残高の内訳はそれぞれ以下

のとおりです。なお、潜在的最大支払額は被保証人が債務不履行の際に、当社及び連結子会社に支払義務が生ず

る可能性のある保証期間内の最大金額であり、第三者から取り付けた保証や担保受入資産などの求償可能額は

控除しておりません。潜在的最大支払額は保証に基づく見込損失金額とは関係なく、通常、将来見込まれる損失

額を大幅に上回るものです。

　当社及び連結子会社は保証差入に先立ち、事前審査を行いリスクの判定を行うと共に、定期的なポジションの

モニタリングを実施しております。当第３四半期連結会計期間末において、連結財政状態、連結経営成績及び連

結キャッシュ・フローの状況に重大な影響を及ぼす保証の履行を行う可能性は僅かと見込んでおり、損失が見

込まれるものに対しては所要の引当金を計上しております。

 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

保証の種類
保証期限 保証残高

合計
求償可能額

潜在的
最大支払額

負債残高 最長期限
一年以内 一年超

 （百万円) （百万円) （百万円) （百万円) （百万円) （百万円)  

支払保証        

第三者のための支払保証 32,339101,768134,10735,628183,1841,500平成52年

関連会社のための支払保証 24,81463,48088,2946,648126,3483,199 平成57年 

従業員住宅融資保証 - 6,751 6,751 - 6,751 - 平成45年 

支払保証合計 57,153171,999229,15242,276316,2834,699  

契約履行保証 9,942 6,27016,2123,76216,267 55 平成25年

市場価格保証        

手形買戻義務 41,500 612 42,11235,42342,112   -  平成22年

最低買取価格保証 - 8,314 8,314  - 8,314 362 平成26年

市場価格保証合計 41,5008,92650,42635,42350,426 362  

デリバティブ取引 25,32610,63835,964 - 35,9645,676  

 

          前連結会計年度末（平成20年3月31日）

保証の種類
保証期限 保証残高

合計
求償可能額

潜在的
最大支払額

負債残高 最長期限
一年以内 一年超

 （百万円) （百万円) （百万円) （百万円) （百万円) （百万円)  

支払保証        

第三者のための支払保証 11,02865,02176,04917,912130,378 470平成52年

関連会社のための支払保証 23,15249,39972,5512,17277,6862,494平成57年

従業員住宅融資保証 - 7,693 7,693 - 7,693 - 平成45年

支払保証合計 34,180122,113156,29320,084215,7572,964  

契約履行保証 6,90612,95119,8575,42119,857 459平成25年

市場価格保証        

手形買戻義務 56,335 101 56,43642,93856,436 - 平成22年

最低買取価格保証 - 10,29010,290 - 10,290 - 平成26年

市場価格保証合計 56,33510,39166,72642,93866,726 -  

デリバティブ取引 53,24029,77583,015 - 83,015 645  
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      支払保証

　当社及び連結子会社は、主として第三者及び関連当事者に対する与信向上のために、各種の支払保証を行ってお

りますが、原債務である借入債務、商事契約上の債務等についてこれら被保証人による不履行が生じた際に、当社

及び連結子会社は、保証の履行に応ずる義務があります。

 

　支払保証の内訳は以下のとおりです。

・第三者のための支払保証

　当社及び連結子会社は、営業活動促進のため、単独又は他社と連帯して販売先・仕入先のために支払保証を行っ

ております。

 

・関連会社のための支払保証

  当社及び連結子会社は、関連会社の営業活動促進及び関連会社の資金調達における信用補完のため、単独又は

他社と連帯して、関連会社のために支払保証を行っております。

 

・従業員住宅融資に係る金融機関宛支払保証

  当社は、従業員の福利厚生制度の一環として、住宅取得のために従業員が金融機関から融資を受けた残高に対

して最長25年の支払保証を行っております。当社は必要に応じて担保を設定することが可能です。

 

契約履行保証

  主な内訳は、東洋エンジニアリング㈱が中東その他の地域において、同社の名義により受注し施工を行うプラ

ント建設契約に対する契約履行保証です。当社は、発注先に銀行保証状及びPerformance Bondを差入れており、契

約義務の不履行が生じた際、発注先はこれらの銀行保証状及びPerformance Bondを通じて損害賠償請求権を行使

することができます。

 

市場価格保証

・手形買戻義務

　輸出取引に伴い当社及び連結子会社が発行した為替手形について、取引銀行による買取が行われた後、当該手形

に対する債務不履行が発生した場合には、銀行との取引約定に基づきその手形に対する買戻義務が生じることに

なります。当該買戻義務の保証残高及び潜在的最大支払額として銀行による買取済手形の残高を表示しておりま

す。また、当該買取済手形残高のうち、銀行による商業信用状が付されている金額を求償可能額として表示してお

ります。 

 

・最低買取価格保証

　当社の連結子会社は、海外での石油ガス生産鉱区権益に関連する取引先の資金調達のために、当該取引先が債務

不履行になった場合に競売に掛けられる同社株式を一定の価格で応札する義務があります。また、当社は国内及

び海外の航空会社を顧客として航空機のマーケティングサービスを提供しており、一部の顧客に対して機体の最

低買取価格保証を行っております。
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デリバティブ取引

　売建プット・オプションやクレジット・デフォルト・スワップなど一定のデリバティブ取引は、取引相手がデ

リバティブ取引の対象となる原資産又は負債を保有している可能性が高い場合には、FIN45で定義される会計上

の保証契約に該当します。

　当社及び連結子会社は、取引相手との取引関係等から取引相手がデリバティブ取引の対象となる原資産又は負

債を保有している可能性を考慮して、金融機関・トレーダー等を取引相手とするデリバティブ取引については開

示対象に含めておりません。

　FIN45においては、純額決済される一定のデリバティブ取引について、取引相手がデリバティブ取引の対象とな

る原資産又は負債を保有している可能性が高いという結論が得られない場合には、それらのデリバティブ取引を

開示対象から除くこととしております。

　当社及び連結子会社は、石油・ガス、非鉄金属、貴金属及び食料のデリバティブ取引の一部として売建プット・

オプション契約を締結しております。開示対象とされたオプション契約の保証残高及び潜在的最大支払額は売建

プット・オプションの権利行使価格に基づく想定元本の合計により算出しております。また、負債残高として当

該オプション契約に係る連結貸借対照表計上額を表示しております。

　当社及び連結子会社においては、デリバティブ取引の市場・信用リスクは、設定された損失限度及びクレジット

ラインに対するデリバティブの公正価額により管理されており、潜在的最大支払額は当社及び連結子会社の実際

の市場・信用リスクを通常大きく上回っております。

 

損失補償契約

・事業再編成に伴う瑕疵担保責任

  当社及び連結子会社は、第三者への事業の売却又は関連会社への既存事業の分離移管を行うにあたり、当該事

業の瑕疵に係る損失補償を行っております。損失補償の期間及び損失補償を実行する手続きは契約毎に異なって

おります。また、瑕疵担保の限度額の取決めがないことから、将来における潜在的最大支払額の見積りは困難で

す。なお、当第３四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末において損失補償に対する負債は計上しておりま

せん。 

・商品取引所における連帯責任

  当社及び連結子会社は、日本及び海外の主要な商品取引所における会員となっております。各商品取引所毎の

規約により、ある会員が取引所における債務不履行を起こした場合、当該会員の債務の弁済につき、他の会員が一

定率の負担を実行する可能性があります。当該連帯保証に起因して発生する潜在的最大支払額の算出は困難であ

りますが、当該負担が現実に発生する可能性は僅かと考えられます。

 

製品保証

  一部の連結子会社は、主として住宅・自動車等の販売において、販売後の製品の機能につき一定期間保証を行

うことがあり、機能未達に基づく販売先の請求に対して補修工事の履行又は補償金の支払に応じております。当

該製品の販売時点において過年度の補修費の実績比率等に基づき、補修工事に要する費用あるいは補償金を引当

計上しております。なお、当社の100％連結子会社で戸建注文住宅事業を行っておりました三井物産ハウステクノ

㈱は、需要の減退に伴う経営環境の悪化により同事業から既に撤退しておりますが、物産住宅メンテナンス㈱が

住宅引渡し後の定期点検や補修等メンテナンス業務を承継し一定期間補償していることから、当社及び連結子会

社は将来のメンテナンス業務に要する費用を引当計上しております。

 

　当第３四半期連結累計期間における製品保証引当金の増減は以下のとおりです。

期首残高 保証実行額 引当金繰入額
前期引当額の
当期評価替額

四半期末残高

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

7,639 △843 1,270 △800 7,266
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(2) 係争事件

  当社及び連結子会社に対して、営業活動から生じる契約上の義務などに関し、様々なクレームや訴訟が起こ

されておりますが、このうち、損失の予想されるものに対しては、所要の引当金を計上しております。当社は、連

結財政状態、連結経営成績及び連結キャッシュ・フローの状況に重大な影響のある追加債務はないと考えてお

ります。

 

(3) その他

　当社は、平成12年3月期から平成17年3月期までの６連結会計年度における西豪州LNG事業に関し、東京国税局

による移転価格税制に係る調査を受け、平成18年6月末に平成12年3月期に対して、平成19年6月末に平成13年3

月期に対して、平成20年6月末に平成14年3月期に対してそれぞれ更正通知を受領しました。更正による所得増

差額はそれぞれ4,863百万円、8,224百万円、10,039百万円、追徴税額はそれぞれ2,375百万円、3,686百万円、

4,653百万円であり、納付済みです。当社は本更正処分を不服として異議申立を行い、また、二重課税排除を求め

て日豪租税条約に基づく相互協議申立を行いました。

　当社は、平成20年12月3日に国税庁より豪州との相互協議が合意に達したことの通知を受領し、同日に減額更

正処分の通知を受領の上、翌日に還付金額を入金済みです。また、当社関連会社である事業会社も、平成20年12

月3日に豪州当局より相互協議の合意通知を受領しております。

　当社は、当該事象に係る不確実な税務ポジションについては、前連結会計年度末の連結貸借対照表ではFIN48

に基づき計上しておりましたが、上記相互協議合意通知受領に基づき、当税務ポジションに係る未認識税務ベ

ネフィットを認識した結果、当第３四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表では計上しておりません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

   平成２１年２月１３日

三井物産株式会社    
 

取締役会 　御中
 

監査法人トーマツ
 

指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 林    克次　　印

 

指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 結城  秀彦　　印

 

指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 中江　圭児　　印

 

指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　淳一　　印

  

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井物産株式会

社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２０年１０月１

日から平成２０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結資本勘定増減表及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準（「当四半期連結財務諸表作成の基準について　１. 当四半期連結財務諸表が準拠している用語、様式及

び作成方法」参照）に準拠して、三井物産株式会社及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 
（注）上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。
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